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第34回原産年次大会プログラム変更点一覧（Ch殿ged　Pointレist　of　p墾ogram）

項目（ite・h） 変更前（befbye　cha貧ge） 変更後（旗er　change）

English　Versio丑

@Session　1 Arlgelina　S．　Howafd：Senior　Vice　Preside簸t An，gelina　S．　Howard：Executive　Vice　Preside鍛t

　日本語版

Zッション5

エクセロン社（交渉中） 削除

追加：西村　陽　　学習院大学経済学部　前特別客員教授
@　　　　「電力ビジネスの世界潮流と原子力の競争力」

追加：N．ニューマーク　　ニューマーク・アソシェイツ代表
@　　　　「米国の原子力発電業界にみる規制緩和の攻略」（仮題）

廻nglish　Ve罫sion

@　Session　5

Exelo獄Corporation（to　be　con負rmed） deleted

add：Kiyoshi　Nishimura，　Forme罫Pfofbssor　of　Gakushuin　University

@　　　“Compeもitiveness　of　Nuclear　Pla鷺ts　in　the　Liberalized

@　　　　Electricity　Market～in　the　Woぎ1d，　in　Japan”

adδ：Neil　J．　Numa癒，　President，　Numark　Associates，夏nc．

@　　　　‘℃onqueri箪g　Deregula．tion：How　the　U．S．　Nuclear　Indust罫y

@　　　　is　doing　it”（te聡tative）

日本語版

Zッション6

追加：〔基調講演〕P．ベルナール，フランス原子力庁（CEA）原子力開発局

@　　　原子力技術開発本部長

En．91ish　Veτsion

@Session　6

add：〔Key鍛ote　lectu罫e〕Pat翌ice　P．　Bemazd，　Director，　Nuclear

@　　　Develop拠ent　and　In簸ovatio簸，　Nu．clear　E且ergy　Division，

@　　　Commissariat農rEneでgie　Atomique（CEA）



〔セッション3〕

：BN：F：しの再処理経験

英国原子燃料会社（BNFL）研究開発部長　S．イオン

　再処理は成熟した技術であり、半世紀をかけて高い効率性と信頼性を獲得する

段階まで発展した。再処理は、核分裂性物質や増殖物質を再資源化する、必要

不可欠の先駆的技術である。再処理は今世紀、ウラン資源によるエネルギー利

用を引き伸ばし、地球規模の持続可能な発展を確保するうえで、決定的に重要

な技術となろう。

　BN：F：Lは、原子力産業の黎明期以来、再処理工場の建設、操業に膨大な経験

を積んできた。この経験の深さこそ｛最新の酸化物燃料再処理工場（THORP）

を概念段階から運転までこぎつけたBNFLの能力を示している。　TH：ORPに係

わる実証済みの技術の多くは、研究・実験段階から引き出され、パイロット・

プラントを経て、THORPへ組み込まれた。プロジェクト実施期間中、研究や設

計の専門家だけでなく、操業の専門家も技術情報の検討に加わり、その結果、

湿式再処理工場、原子力技術、操業の分野で世界一の経験を有することとなっ

た。

　原子力産業は、THORP（これを支援するすべての技術基盤を含む）のような

プラントを建設し、運転する能力を有している。また、プラントの運転、製品、

廃棄物を安全性や環境影響に関連するあらゆる規制要件に合致させる能力を有

している。これらのことは、原子力産業が全体として、実力に富んでいること

を明確に示している。使用済み燃料のような物質を安全に処理するプラントを

建設するのに、これほど膨大な資金力と技術力を投じなければならない産業な

ど、そうざらにあるものではない。

　BNFLが安全かつ規制範囲内で原子燃料の管理を行ない、工学的・経済的に

いかなる問題も生み出していないのは、複合的な燃料サイクル施設を運転する

経験を積んでいるからである。もちろん廃棄物量やコストの削減など改善の余

地もあり、BNF：Lはこれら改善対策を実行する予定である。

　セッションでは、THORP概念の開発にいたるBNF：しのこれまでの経緯を説

明し、T：HORPの建設、操業で蓄積した経験を浮き彫りにしたい。あわせて、現

在のプラント運転実績や将来展望にもふれてみたい。



〔セッション3〕

COGE融の再処理経験

仏核燃料公社（COGEMA）再処理事業部長　P．プラデル

　企業は今日、株主達の期待と不安に直面している。株主の期待に応え不安を

なくすため、生産工程の習熟から、適切な人事管理、環境保全の誓約に至るま

で、企業各社はさまざまな目標に対処しなければならなくなっている。

　他の多くの産業と同様、再処理事業も基本的指針と継続的改善を自ら課して

おり、環境や原子力安全に全面的に配慮しつつ、再処理事業を効率よく運営し、

国民に奉仕している。ラ・アーグ再処理施設の操業開始以来、COGEMAグループ

の再処理事業はそうした面で成功を収めている。再処理技術は先端分野である

ため技術的ノウハウも次々に開発され、その経験を活かして、今では他産業の

一般企業が掲げている目標や基準も十分に満たせるようになった。

　・良好な財務状況

　・従業員の福祉の充実

　・環境負荷の低減

　セッションでは、COGEMAグループの再処理事業の経験と主な成果について、

概要を述べる。



〔セッション5〕

8NFLの再編と新たな事業展開

英国原子燃料会社（BNF：L）最高経営責任者（CEO）

　　　　　　　N．アスキュー

　電力市場の規制緩和は世界的な流れとなっており、原子力発電産業にも少なからず影響

を及ぼしてきている。こうした傾向は今後も続くものとみられるが、競争の激化を受け、

原子力発電事業者はあらゆる面でコストの削減を強いられている。一方では、競争の激化

によって吸収・合併が勢いを増してきており、これが原子力発電所の統合をもたらしてい

る。さらに、市場競争の激化は、必然的に核燃料サイクルや原子力発電所のサービス部門

にも影響を及ぼしている。

　本論では、英国や欧州、米国での規制緩和の実態に考察を加えるとともに、電力会社に

対してどのような影響がもたらされたか、またこれまでの経験からどのような教訓が得ら

れたかを明らかにする。こうした中で、電力会社の要求も当然変わってきているが、核燃

料サイクル事業者と原子力発電所のサービス事業者、とくにBNF：しとウエスチングハウス

社を例として、そうした要求にどう応えているかについても論じる。BNFLがマネージメ

ントをどう改善してきたかについては、これまでに実施した、あるいは現在すすめている

活動を論ずる中で紹介する。いずれも、BN：F：Lグループとして、品質や安全性、そして要

求の遵守ということに焦点を定め、顧客の要求に応えることを意図したものである。



〔セッション5〕

電力ビジネスの世界潮流と原子力の競争力

学習院大学経済学部・前特別客員教授　西村　陽

　1980年代以降の世界各国での電力制度改革によって、世界の電力ビジネスは

「市場」「競争」を前提とした時代に入った。「市場」「競争」システムの下で

は、電力ビジネスは思わぬ電力価格の下落や激しい市場のボラティリティにさ

らされるため、今までなかった投資回収上のリスクを持たざるをえなくなって

きている。

　日本の場合、電力市場の競争は今のところ部分自由化の下での暗黙的な電力

会社間の効率化競争や事業領域拡張競争の形をとっているので、劇的な変化は

少ないように思われるが、「市崎の影響力は次第にあらゆる分野に及びつつ

あり、原子力の競争力論議も避けることはできない。

　そうした中での世界と日本における原子力発電ビジネスの位置づけを考え

ると、長期安定ビジネスとしての投資・資金回収の枠組みが揺らいでいるとい

う点では大きな転機にあるが、反面短期的なボラティリティに揺さぶられがち

な自由化下の電力供給システムを支える安定化効果や、長期的な電力コスト高

騰リスクを回避する効果を持っている点は大いにプラス評価する必要がある。

　現実に米国北東部では、原子カプラントの買収等、戦略的なビジネス展開を

しているエクセロン・グループの供給力が、スポットの高騰による市場の混乱

を抑制しつつ、ビジネスとしても成功しているという例がある。今後、原子力

が市場の中で競争力を持つためには、原子力発電というハードの技術とパワー

マーケティングや小売ソリューションのような新しいソフトの技術をうまく

統合していくことが必要であり、そうした「強い原子力」づくりの戦略がわが

国においても試されることとなる。

　また、カリフォルニアの事例で改めて認i識された「顧客・社会のための最適

な電力供給システム設計」という視点からは、原子力発電を活かしてどのよう

なプラス効果を生むことができるのか、政策インセンティブ面での検討を進め

る必要がある。



〔セッション5〕

西村　陽（にしむら・きよし）

1961年富山県生まれ。研究分野はエネルギー経済、エネルギー経営・競
争戦略、電力市場自由化論、環境税と企業、日本経済論、産業構造論など

多岐にわたる。一橋大学経済学部卒業後、関西電力株式会社入社。企画部

などを経て、99年学習院大学経済学部・特別客員教授。現在、同非常勤講
師兼関西電力株式会社企画室マネジャー。著書に「電力改革の構図と戦略」

（エネルギーフォーラム社）など。



SESSION　2

P．グレゴワール氏　略　歴

1949年7月28日生まれ

学　歴：

法律学学位、政経学院（獲P）、国立行政学院（ENA）

職　歴：

1978年

1979年

1980年

1981年

曾83年3月

稽83年9月
⑲85年

蓬988年

1991年

1993年

1995年

1995年

2等副知事、アン県知事官房長

オァーズ県知事官房長
＝コノレト君区冨Uラ…日事

上級職事務官、国務大臣、内務大臣窟房長

内務大臣官房長

ニューオリンズ駐在フランス総領事

蓬等副知事、知事宮房長、パリ衛長事務局長

アルプ・マリティーム県事務局長
オートロ『フーノレ県矢日事

ニェーヴル県知事

ムーズ県知事

アリ工県知事

2000年6月21日～現在
ラ・マンシュ県知事



S匿SSI◎N　3

P。プラデル氏略歴

叢毒i難

灘

　1956隼6月11日、パリ生まれ。1975年、理工科大学を卒業。

　仏原子力庁（CEA）の液体金属（高速増殖）炉「スーパーフェ

ニックス」において6年間、運転開始試験や起動に関する研究に従

事した後、唾987年、コジェマ社に入社。

　蓬987年から89年まで、ラ・アーグUP3のファースト・サイクル

抽出・ガラス固化プラント（T2／T　7）マネージャーとして運転開

始試験に参加。

　嘆986年から90年まで、ラ・アーグUP2の活発に運転中のプラン
トでマネージャーを務めた。

　1990年から95年まで、再処理部の技術課課長として、ラ・アーグ

の事業拡大とMOX燃料加工施設を担当。

　1995年忌ら2000年まで、核燃料リサイクル部の副部長兼事業課上

級課長。

　現在、　再処理事業ユニッ　ト音建長○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蟄賊韻欝盤e憂や認認e且

Date　of　Birξh：June　11，至956量n　Paris，

Grad§ated釜ro鵡窪　“Ecole　Polytec熱無iq“e”　入玉975

Aftef　six　years　of　researc卜ln　Liquid　Metai　Fast　Breeder　Reactor　SUPER　PHENIX飢CEA　dealing　with

co黛missio蘭g　tes£s　a籍δac£ive　start　up，　he　joi臓ed　COGEMA　i難韮987．

From　1987ξ01989，　he　partlc量pa宅ed　tQ　UP3　commlss呈。難ing重esξs　as　Manager　o鐸irst　cyde　ex｛ract重on　and

vitfificat圭on茎）la鍛t（T2／T7）in　La　Hague．

From　l　989　to　1990，　he　was　Manager　UP2　h量gh　act呈vi£y　pl＆nts　in　La　Hague．

From　1990　to重995，　he　was　Directoy　of　the　techn重cal　depar七ment　of　the　Reproρessing　D呈vision　i簸charge　of　La

Hague　extensio礁pr（jects　and　MOXギueぜabr重catlon　pla難ts．

From　1995　to　2000，　he　was　Deputy　Direc宅or　at癒e　Nuc至ear　Fuel　a難d　Recycll難g　Div圭sion　and　Se嚢iorDirector

Industr量ai　Opera£ions　Depaτtmenも

Re　is　now　Direc書or　Reprocessing　Business　Unit．



〔セッション6〕

バトゥリス・ベルナール氏　略　歴

1950年4月20日生まれ

現職は、フランス原子力庁（CEA）原子力開発局原子力技術開発本部長。

1974年にCEAに入織し、炉物理の専門家として原子破局に属し、プラントや原子炉力学、

計装制御の研究開発に従事する。また1982年以降は、使用済み燃料処理や放射性廃棄物

測定技術のための原子力機器開発や応用を手がける。

1993年に放射性廃棄物貯蔵・処分の部長として燃料サイクル局に移り、1997年には同局

次長に就く。

1998年1月に「1991年法（放射性廃棄物の管理に関するフランスの法律）」の関連計画本部

長を命ぜられ、CEAの関係分野の研究開発計画の調整ならびに策定にあたる。

2001年1月に現職に就任。

学歴　パリ中央工芸学校を卒業、原子炉物理の博士号を取得。

醗ce　P．】巳E照A蚕認D　（S獺or重］磁09聡勲蝕y）

Bomed　AprU　20th，1950加Ijlle（France）．

Pat娠ce　BERNARD　is　Director　of　Nudear　Development　aad㎞ovatlon　at　CEA　Nudea　E難er剖

Division。

Patrice　BERNARD　spent　his　ca£eer　with毛he　Fτench　Atomic　Energy　Commission（CEA）where　he

star毛ed　as　a　reac毛or　physicist　in　1974，　in　the　Nudear　Reaαor　Divis三〇鍛，　where　he　managed　R＆Din　the

field　of　pla盈and　reactor　dy簸amics，　and沁strumentation＆oontro1．　He　also　ma鷺aged　sh玉㏄1982

n雛clear　k｝s重rumentation　developme難£and　apPHcation　fb婁spent　fほel　pro㏄ssing　and　ra（践oactive　wastes

measureme熊．

In　1993　he　joined毛he　Fuel　Cyde　Di罫ectoτate，　as　the　head　of毛he　Waste　Storage｛md　Disposal

Depar£me簸毛，　and癒1997　as　Deputy　Direc毛or　of　the　Dkeαorate．

In　3a鍛uary　1998，　he　was　appointed　Program　Di業ector”Law　of　199r響（French　law　related　to　R＆Din

the　field　of　radioac毛ive　waste　manageme難毛），娠charge　of　the　defi㎡tion　a盤d　the　coo業（㎞a重io嚢of　CEA　R

＆Dprogram　in　this　fまeld．

He　was　appo血ted　in　Janaary　2001　D圭rector　o£Nudear　Developme嬢and　hmovatio難，　at　CEA　Nudear

Energy　Division．

Patrice　BERNARD　graduated　ffom　Ecole　Centrale　de　Pa亘s　a鍛d　received　his　P頁D血Reactor　Physics。



S鷹SSION　6

徳山　明氏　略　歴

1933年1月8日生まれ

学　歴

1956年　東京大学理学部卒

1961無　岡大学院数物系研究科搏士課程修了

　　　　（理学博士）

職　歴1

196蓬年　東京大学理学部助手

19引致　ボン大学研究員（ドイツ政府留学生）

細64年　東京大学教養部助手、理学部助手、地震研究所助手併任

蓬970年　静岡大学教育学部助教授

槍72年　同大学教育学部教授

⑲75無　同大学付属静岡中学校長併任

1970年　兵庫教育大学教授（創設準備委員）、学部主事　附属図書館

　　　　長、副学長等歴任

1997無　常葉学園富士短期大学長、富士常葉短期大学創設準備室長

2000年　富士常葉大学長

専門分野：

地質営力論、構造地質学、自然災害科学、防災教育等

主な委員等：

文部省　・学校等の防災体制の充実に関する

　　　　調査研究協力者会議委員（主査）

　　　　・防災ボランティアハンドブック編集委員会

　　　　・生涯学習ボランティア活動推進委員会企画

原子力委員会　・バックエンド対策推進専門部会

兵庫県　・阪神・淡路大震災復興計画策定委員

　　　　・阪神・淡路大震災復興計画推進

　　　　・防災会議地震災害対策専門委員

兵庫県教育委員会　・防災教育推進会議座長

原子力安全委員会 ・核燃料安金専門審査委員

・原子炉安全審査委員



灘

三熱

墜へ

盈
日本原子力産業会議　第34回原産年次大会

会長　西澤　潤一　準備委員長　吉田　豊：

第34回原産年次大会

基調テーマ：21世紀の原子力

地球、エネルギー、環境の保全のため

　従来から年次大会では、原子力開発に携わる関係者ばかりでなく、一般市民

を含めた各分野の方々の参加を募り、原子力の問題、課題、将来の展望などに

ついての意見の発表や意見交換、討論を行い、時には大会のまとめとしての声

明書も作成し、発表してきました。

　第34回大会におきましても、従来通り以上に、青森県などの多くの市民や

専門家の方々にも広く参加を呼びかけ、活発な意見交換と討論を行うことと致

します。．特に今回は、今後日本の原子力の中枢となる青森県にて開催すること

から、わが国から世界に向けて原子力平和利用の促進についての考え方、姿勢

を発信致したく考えております。また、青森県の住民の方々並びに国民に対し

ても、わが国のエネルギー政策における原子燃料サイクルの必要性、重要性に

ついて、さらなる理解の促進を図るため、活発な意見交換、情報の発信を行う

ことと致します。

一1一
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第34回原産年次大会プ園グラム

基調テーマ：21世紀の原子カー地球、エネルギー、環境の保全のために

開　催　日：2001年4月24日（火）～27日（金）

場　　　所：青森市文化会館　大ホール、六ケ所村文化交流プラザ　大ホール

4月24日（火） 4月25日（水） 4月26日（木） 4月27日（金）

テクニカルツアー 開会セ・・ション

　　　　　（9：10～10：15）

寞g田大会準備委員長挨拶

寳ｼ澤原産会長所信表明

專｡家原子力委員長所感

將ｬ村文音野冊大臣所感

ﾂ江文音国学審議官代読

實ﾍ野経済産業省
@資源エネルギー庁長官挨拶

一「原子燃料サイクル施設の

?る日英仏3地域から、

｢界へ」
@　　　（9：00～10：20）

一「電力自由化の中で

ﾄ評価される原子力」

@　　（9：00～11：00）

　　　　（4コース）

O24日朝集合

E六ケ所原子燃料

@サイクル施設

E東通原発・六ケ所

@PRセンター
E大間原発・むつ

@科学技術館

E竜飛ウインド

@パーク・三内丸山

竦ﾕ

O内丸山遺跡での

特別講演（10：15～12：10）

尠ﾘ村青森県知事

寃GルパラダイIAEA事務局長

寃香[ペルシ“ヨンCOGEMA社長

nkローズ氏（作家）

バスで移動　10：荏0発

i六ケ所原燃サイクル施設

ﾌ概観見学く約30分）後．

Zケ所村文化交流プラザ

ﾖ）

一「高レベル放射性廃棄物

?分へのステップと

ｻの推進方策」

@　　（11：10～13：00）

午
　
　
　
　
　
　
前
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
昼
　
　
　
　
　
　
　
　
午
　
　
後

午餐会（12：30～14：30）

iホテル青森「孔雀の間」）

　　昼食：

i三3：10～1婆：00）

記念植樹

原子力映画上映

i13：30～14：30）（大ホール）

（15：30～16：30）

ﾘ村知事藤家原子力

ﾏ員長、西澤原産会長、

g田準備委員長、太田

d事連会長、安部原産

實?長、佐々木原燃社長、

ｲ々木東奥日報社長

C外からの代表らが

Q加

原子力を考える若い世代

ﾌフォーラム
i12：30～14：30）（4階）

一ド使用済み燃料再処理技術

ﾍいかにして確立したか

鼕e国の建設と遼転経験」

@　　　（14，：0◎～1δ：40）

i六ケ所村文化交流プラザ）

フェアウエル・ビュフェ

@　（13：00～14：00）

@　　（5階大会議室）

一「原子カー地球環境に

@　　　なぜ必要か」

@　　（14：50～17：30）

参加登録（17：00～） 市民の意見六換

一下サイクル事業と地域の

､隼を考える」

E村民との意見交換
@　　（16：◎0～玉9：00＞

i六ケ所村文化交流プラザ）

レセプション

夜

「21世紀の原子カー

n球、エネルギー、環境
ﾌ保全のために」

@　　（18：00～20：00）

@　　　（5階大会議室）

（18：30～20100）

iホテル青森

@　「孔雀の間D
バスで青森市まで移動・

@夕食（21時着予定）
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〔第1日　4月24日（火）〕

参加登録G7：0⑪～）

レセプション（18：30～窯0：0の

於：ホテル青森3F　「孔雀の間」

〔第2日　4月25日（水）〕

開会セッション（9：10～膿：1の

議　長

　太　田　宏　次

大会準備委員長挨拶

　吉　田　　　豊

原産会長所信表明

　西　澤　潤　一

原子力委員長所感

　藤　家　洋　一

電気事業連合会会長

弘前大学学長

（社）日本原子力産業会議会長

原子力委員会委員長

町村文部科学大臣所感（代読）

　青　江　　　茂

経済産業省挨拶

　河　野　博　文

文部科学省文部科学審議官

経済産業省資源エネルギー庁長官

〔特別講演〕

議　長

　西　岡 喬 三菱i重工業（株）社長

木　村　守　男

M．エルバラダイ

A．ローベルジョン

R．ロ　一　ズ

青森県知事

「原子力開発と地域発展」

国際原子力機関（IAEA）事務局長

「国際原子力機関の今日的役割と日本への期待」

仏核燃料公社（COGEMA）会長兼社長
「フランスの原子力開発と国際戦略」

ピューリツァー賞受賞米国作家

「文明と原子力開発の意義」
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〔第2日　4月25日（水）〕

　　　　　　　　　　　午餐会G露：30～照：3⑪）

於：ホテル青森「孔雀の問」

青森市長挨拶

　佐々木　誠　造

〔特別講演〕

　佐　原

青森市長

真　　国立歴史民俗博：物館館長

　　「縄紋人と私たち」

原子力を考える若い世代のフォーラム（12：30～14：30）

於：青森市文化会館4階中会議室

〔コーディネーター〕

　土　屋　智　子　　（財）電力中央研究所経済社会研究所主任研究員

　植　松　翼　里・マリアンヌ　（社）日本原子力学会原子力青年ネットワーク

　　　　　　　　　　　　　　連絡会（YGN）運営委員代表

セッション1（14：50～17：3の

「原子カー地球環境になぜ必要か」

議　長

　秋　元　勇　巳

〔基調講演〕

　森　鳥　昭　夫

〔パネル討論〕（五十音順）

　L．エチャバリ

ド
一
夫
暉

一　
　
昭
東

ワ
ハ
本
篤

八
宮
森
李

〔コメンテーター〕

　J．ブシヤール

三菱マテリアル（株）会長

（財）地球環境戦略研究機関理事長

「地球温暖化防止の対策とは」（仮）

経済開発協力機構／原子力機関（OECD／NEA）

事務局長

米国原子力エネルギー協会（NEI）上級副理事長

関西電力（株）副社長

（財）地球環境戦略研究機関理事長

中国国家原子能機構（CAEA）副主任

仏原子力庁（CEA）原子力開発局長
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〔第2日　4月25日（水）〕

市民の：意見交換（娼：00～20：00）

「21世紀の原子カー地球、エネルギー、環境の保全のために」

　　　　　　於：青森市文化会館　5階大会議室

〔コーディネーター〕

　米澤章子　青森放送（株）報道局放送部長

〔コメンテーター〕

〔第3日　4月26日（木）〕

セッション2（9：00～10：20）

「原子燃料サイクル施設のある日英仏3地域から、世界へ」

〔コーディネーター〕

　佐々木　高　雄

〔コメンテーター〕

　木　村　守　男

　J．カニンガム

　P．グレゴワール

東奥日報社社長

青森県知事〔前出〕

英国カンプリア県選出国会議員

（セラフィールド再処理工場）

仏ラ・マンシュ県知事

（ラ・アーグ再処理工場）
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〔第3日　4月26日（木）〕

　　　　　　　　　　　セッション3 （1墨：⑪o～15：4⑪）

「使用済み燃料再処理の技術はいかにして確立したか一各国の建設と運転経験」

議　長

　　鳥　井　弘　之　　　　（株）日本経済新聞社論説委員

〔パネル討論〕

　　S．イ　オ　ン　　　　英原子燃料会社（BNFL）研究開発部長

　　大　塔　容　弘　　　　日本原燃（株）六ケ所本部再処理事業所再処理建設所

　　　　　　　　　　　　副所長

　　川　口　昭　夫　　　　核燃料サイクル開発機構東海事業所再処理センター

　　　　　　　　　　　　副センター長

　　S．プラデル　　　　仏核燃料公社（COGEMA）再処理事業部長

　　　　　　　　　　セッション4（16：00～19：00）

議　長

　松　田

〔基調講演〕

　橋　本

　　「サイクル事業と地域の共生を考える」

泰　　　　（財）原子力発電技術機構理事長

寿

調針
積
純
正
雄
寿
爾
也
明

く
〕
混
乱
　
政
　
拓
達
成

論
討
田
川
木
村
本
尾
上
ロ

ル
波
　
々

ネ
阿
西
佐
中
橋
松
村
山

い

議　長

　中　村　政　雄

六ケ所村長

「サイクル事業と地域の共生を考える」

青森公立大学経営経済学部教授

柏崎市長

日本原燃（株）社長

ジャーナリスト

六ケ所村長

六ケ所村商工会会長

東海村長

酪農家

村民との意見交換

ジャーナリスト〔前出〕
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〔第4日　4月27日（金）〕

セッション5（翫0⑪～11：0の

「電力自由化の中で再評価される原子力」

議　長

　勝　俣　恒　久 東京電力（株）副社長

〔スピーカー〕

　N．アスキュー

M．トイボラ

英国原子燃料会社（BNFL）社長

「BNFLの再編と新たな事業展開」

米国エクセロン社　〔交渉中〕

「自由化と原子力発電の戦略的価値」

フィンランド・テオリスーデン・ポイマ（TVO）電力会社特別顧問

「フィンランドの原子力発電戦略一新規建設をめざして」

セッション6（U：⑳～13：0⑪）

「高レベル放射性廃棄物処分へのステップとその推進方策」

議　長

　森　蔦　昭　夫 （財）地球環境戦略研究機関理事長〔前出〕

韻耐
雄
卜
明
直
D

謝
忠
ス
ニ

討
橋
イ
山
門
ホ

ル
　
　
・
　
　
●

ネ
石
H
徳
外
D

パ〔

安　井　正　也

弁護士

スイス放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）理事長

富士常葉大学学長

原子力発電環境整備機構理事長

米国エネルギー省（DOE）ユッカマウンテンサイト

調査プロジェクト次長

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部

原子力政策課、放射性廃棄物対策室長

フェアウェルビュフェ（13：0⑪～14：00）

於：5F大会議室
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10～12：10）⑲開会セッション

4月25日（水）



　　　　原産会長所信表明要旨

（社）日本原子力産業会議会長　西　澤　潤
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原子力委員長所感

　　　　　　21世紀の原子力委員会のあり方
～　原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画を中心として　～

原子力委員会委員長　藤家　洋一

（原子力委員会の位置付け）

　原子力委員会は、昭和31年に、原子力の研究、開発及び利用に関する行政の

民主的運営を図るために設置された。これまで40年以上にわたって、「原子力

研究開発利用長期計画（以下、長期計画という）」の策定を始め、我が国の原子

力政策の基本的枠組み等について企画し、審議し、及び決定してきている。

（原子力を巡る現在の情勢及び今後の展望）

　20世紀最後の数年に起こった事故や不祥事により、国民の間に、原子力に対

する不安や不信が高まりをみせた。一方で、エネルギーの安定供給と二酸化炭素

の排出量の削減の二つの側面から、現時点では、引き続き、核燃料サイクルの確

立を図りつつ原子力発電を基幹電源として最大限に活用することが不可欠であ

ることも事実である。また、放射線利用の理解と普及が国民生活の向上に貢献す

ることや、原子力科学技術の研究開発が、人類の知的フロンティアの開拓や我が

国の新産業の創出に貢献することも忘れることはできない。これらは、昨年策定

した「長期計画」にも詳しく述べられている。これからの原子力委員会の役割を

考えるに当たって、この「長期計画」を誠実に、また積極的に具体化し、着実に

進めていくことが第一歩であると考えている。

（21世紀の原子力委員会のあり方）

　新たな世紀を迎えるとともに中央省庁等改革が行われたこの機会に原子力委

員会がこのような役割を果たしていくためには、委員会そのもののあり方につ

いて再検討すべきと考える。

新しい原子力委員会が具体的に行動していくに当たり、原子力委員は、いかなる

政策も国民や社会の理解と協力なしには進められないことを肝に銘じ、行動に当

たっては、常に自己評価していくことが重要と考えている。また、国際社会に対

しては、我が国の原子力平和利用の大原則が十分に理解され、その協力が得られ

るよう努力することが重要である。

　原子力委員会は、原子力に関するどんなことについてでも、国内外を問わず、

「いつでも、どこでも、だれとでも」対話することを心がけ、開かれたものとす

るよう努めていく。
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　　　特別講演

原子力開発と地域発展

青森県知事　木村守男
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　　　　　　　　　　特別講演：

　　国際原子力機関の今日的役割と日本への期待

国際原子力機関（IAEA）事務局長　M．エルバラダイ
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　　　　　　　　　　　　特別講演

　　　　　　　フランスの原子力開発と国際戦略

仏核燃料公社（COGEMA）会長兼社長　A．ローベルジョン
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特別講演

文明と原子力開発の意義

ビューリッツァー賞受賞米国作家　R．ローズ

要約

　文明にはエネルギーが不可欠であり、人間の生存率の向上は発展と直接的な

関係がある。原子力発電はその向上に貢献するが、発電活動による汚染は、化

石燃料や分散型の再生エネルギーと比較して格段に少ない。原子力は、世界人

口の6分の1を超える人々の電力需要をまかなっているが、現在、需要増加の

新局面を迎えている。環境的に安全でかつ実用的、コストも手頃な原子力は、

地球温暖化問題を改善できるかもしれない。
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4月25日（水）

午餐会（12：30～14：30）

於：ホテル青森3階「孔雀の問」

〈特別講演〉



　　特別講演

縄紋人と私たち

国立歴史民俗博物館館長佐原 真

はじめに

I

IA
IB
IC
ID

縄紋・替紋土器・縄紋文化

縄紋はcOfd　markの翻訳

縄墨文化と弥生文化

蛇紋土器は北方食料採集民の土器

縄紋文化は北寄りの文化

　
E
F
G
H
I
J
K
L
M

冒
且
I
H
買
且
－
一
且
－
豆
H
I

縄紋人と私たちを結びつけるもの

縄紋の顔・弥生の顔

混血して九州・四国・本州の人びとに

植物型の食事と魚貝愛好

狩りは秋冬、潮干狩は長

柱立ちの建物

呪術の時代

しゃがむ

抱っ子と負んぶ

坐って赤ちゃんを生む

　
N
O
P
Q
R

丁
丁
丁
丁
皿
皿

私たちが失ってしまったもの

丈夫な歯

自然環境

手の延長が手の破壊者に

おとなのなり方

花はどこへ行った？

S
T
U

N
W
W

私たちが持ついまわしいもの

新しい病気

ごみの山

戦争

おわりに
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4月25日（水）

セッション1（14：50～17：30）

原子カー地球環境になぜ必要か

　気候変動枠組み条約第6回締約国会議（COP6）では、地球温暖化

問題解決における原子力の位置付けをめぐり、賛否が明確に分かれる

結果となった。先進国ならびに途上国が炭酸ガスを削減していくうえ

で、効果的な技術として原子力を活用していくことの重要性は明白で

ある。このセッションでは、地球環境に配慮しながら原子力開発・利

用をめぐる先進国、途上国の政策のあり方を検討し、社会の持続的な

発展のために、原子力がいかに有効であるかを認識し、それを国内外

に発信する。



　　　　　　　　基調講演

　　　　地球温暖化防止の対策とは

地球環境戦略研究機関理事長　森　蔦　昭　夫
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原子力．環境、そして持続可能な地球への道

米国原子力エネルギー協会（NEI）上級副理事長　A．ハワード

　世界は、潜在的な許容範囲を超えて成長しており、いま経験している急速な

成長を吸収しきれなくなっている。国連の発した環境と開発に関する1992
年リオデジャネイロ宣言」に込められた最も重要なメッセージは、世界全体と

して、将来の経済上のニーズ、環境上のニーズ、社会的ニーズの間のバランス

を確実かつ持続可能な形で図っていかなければならない、というものであった。

米国では、国連の掲げる持続可能性という目標に、原子力発電が著しい貢献を

なしうることが日々明らかになっている。

　原子力技術は、持続可能な発展にとって必要不可欠なニーズに応えるもので

ある。疾病予防と治療、食糧の調達と保全、真水の供給と発電などがその例で

ある。こういうきわめて重要なテクノロジーの中で最も重要な技術が、発電炉

で活用されている。原子力は世界の電力供給量の17パーセントを発電してい

る。今後、燃料供給が確保されるなら、先進国、発展途上国双方で、原子力発

電は、持続可能な発展への貢献を増やす用意がある。

　原子力は、温室効果ガスの排出やその他の大気汚染をいっさい生じない唯一

の拡張可能な大規模電源である。米国エネルギー省のエネルギー情報局が

1999年の米国について調べたところ、原子力発電所の発電量が増えると温室

効果ガスの総増加率が比較的小さくなるという、直接的な関連性があるのがわ

かった。

米国では、連邦法である大気浄化法により、さまざまな大気汚染物質に関し

て濃度制限値を設定している。原子力なしには、こういう大気浄化基準を達成

できないだろう。どの州も同法を遵守できなければ、新規の在来発電所や、大

気汚染物質を排出するその他の産業・製造施設の建設を厳しく制限しようとす

るだろう。しかし、これではかえって経済発展を抑制してしまう。

依然として地球全体での問題が残っている。つまり、将来世代が自身のニー

ズを満たしていく能力を損なわずに、どうしたら人類の増え続けるエネルギー

需要を充足していけるのか。経験の教えるところによると、指令ではなく市場

のインセンティブこそ、意味ある持続的な変化を成し遂げるための方法である。

そのようなインセンティブは、先進国の大半で運用されている、より有機的で

より現実的な市場メカニズムに依存している。

一26一



　たとえば、クリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトは、誘因であり、

オプションでもある。CDMプログラムの1つの目榛は、環境に有益なテクノ

ロジーの利用の増加を促すことにある。世界で増え続ける都市住民向けに、大

容量ベースロード電源が活用できなければ、持続可能な成長など生じえない。

この種のベースロード電源で最もクリーンなものが、原子力エネルギーである

のは疑いない。クリーンで持続可能な開発を効果的に促進し支援していく

CDMを充実させるためにも、再生可能エネルギー源や水力、クリーン・コー

ルなど、炭素ゼロあるいは低排出のテクノロジーの仲間に、原子力も加えてい

く必要がある。

原子力は、洋の東西を問わず、大規模な都市地域のニーズをすでに満たす電

源となっている。しかも、温室効果ガスや大気汚染物質の排出に寄与しない形

で発電を続けている。さらに、米国では必ず、原子力発電所のそのような排出

回避コストを総コストに組み入れている。その結果、これ以上有効活用できな

いほど、最少燃料の効率的利用ができるようになるとともに、安全しかも環境

上健全な方法で使用済み燃料を管理できるようになった。

　原子力は、われわれのエネルギー上、経済上の目標や、リオ宣言の掲げる原

則の目標を達成する方向で、地球のエネルギー問題の解決にますます大きな貢

献を行っている。原子力は当然のことながら、持続可能な発展を達成する計画

や、われわれの地球を保全する計画の一角を占めるべきである。
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地球温暖化問題と原子力発電の必要性

関西電力（株）副社長宮本　一

○地球温暖化問題の本質はエネルギー問題であり、エネルギーの大量消費による社会

　システムが環境への負荷を高めることになった。

　今後、人口爆発に伴って増大する人口を維持するには、それに足るだけの経済発展が

　必要であるが、経済規模の大幅な拡大はエネルギーと資源を膨大に消費し、それによ

　って環境に重大な影響をもたらすことになる。

　地球温暖化問題の解決には、この三つのE（「経済発展（Economy）」「エネルギー供給

　（Energy）」「環境保全（Environ皿ent）」）のトリレンマを同時に解決していくことが重

　要である。

○しかしながら、世界の人口およびCO2排出量の予測によれば、特に途上国の急激な

　人口の増加によって、将来においてCO2の排出は大幅に増加すると考えられる。

01997年12月のCOP3（第3回締約国会議）にて採択された京都議定書において、国

　別の温室効果ガス削減目標が定められ、日本は温室効果ガスの排出量を2008年～2012

　年の間に1990年比で《6％削減することになった。

　この目標を達成するための政府による温室効果ガス削減シナリオは、省エネルギー、

　新エネルギー、原子力の推進が前提となっており、特に現在の約3倍が必要な新エネ

　ルギーと省エネ法の強化によるオイルショック2回分の省エネルギーの達成は非常に

　厳しいものと認識している。

　また、温室効果ガス削減内訳においても、具体的ルールが未定である、森林などの吸

　収源により3．7％、京都メカニズムにより1．8％を見込んでいるなど不確定で厳しい

　ものと認識している。

○政府の目標達成に向けた基本的事項として、1999年4月に「地球温暖化対策に関す

　る基本方針」が閣議決定された。

　この基本方針に基づき、省エネルギー、新エネルギー、原子力の推進、ライフスタイ

　ルの見直しの合わせ技によって地球温暖化対策を推進することが必要であり、また、

　長期的・継続的な排出削減が重要であることから、2010年は地球温暖化問題を解決

　するための一里塚にすぎないことを認識する必要がある。

　さらに、地球温暖化対策には経済発展による投資が必要である。
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○現在、総合資源エネルギー調査会においては、新たな長期エネルギー需給見通しの策

　定に向けた審議が進められており、また、並行して中央環境審議会地球環境部会にお

　いても、温室効果ガス削減のための必要な国内制度の構築・整備に関する検討が行わ

　れている。

　しかしながら、昨今の地球温暖化対策の進捗状況と経済情勢を踏まえれば、さらなる

　CO2削減の達成は困難であると認識している。

原子力発電によるC◎2排出抑制効果

○電気事業は、今後とも増え続けると考えられる電力需要に対し、原子力の推進を中心

　としつつ、新・省エネルギーの普及・促進など、自主的・積極的に地球温暖化対策に

　取り組んでいる。

　電気事業からのCO2排出量とCO2排出抑制効果をみると、原子力発電による抑制

　効果が1999年度で約2．3億t－CO2と最も大きく、日本のCO2排出量（1997年度で

　12．3億t－CO2）の約20％に相当している。

　また、電気事業の発電端CO2排出原単位の国際比較によれば、日本は原子力発電比

　率の高いフランス、水力発電比率の高いカナダに次いで、欧米主要国に比べ低い水準

　にある。

○さらに、日本の電源別CO2排出原単位の比較によれば、建設から運用・廃棄までの

　全ての段階を総合して考えた場合のLCAでみても、原子力発電は発電電力量あたり

　のCO2排出量が格段に少なく、地球温暖化抑制の観点から最も優れた電源であると

　いえる。

團民的羅ンセンサスに基づく蜜全性の確保を大前提とした原子力発躍の一層の推進

○原子力発電の一層の推進には、安全性の確保を大前提として、国民的コンセンサスを

　得ることが不可欠であるが、現状では不十分といわざるを得ない。

　「地球温暖化対策に関する基本方針」においては、中央環境審議会で議論の上「原子

　力の開発利用については、原子力基本法等に基づき、放射性廃棄物の処理処分対策等

　を充実させつつ、安全性の確保を前提として、国民的議論を行い、国民の理解を得つ

　つ進める」と明記されている。

　さらに「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」においては、「原子力への

　国民の理解促進のため、国民の視点に立った情報提供と様々な形での国民との対話や

　教育を充実させ、国民一人一人がエネルギー、原子力について考え、判断するための

　環境を整備することが必要である」と明記されている。
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○安全性の確保を大前提とした原子力発電の一層の推進には、

　・新規立地、

　・定格熱出力運転、長期サイクル運転の推進による高水準利用率の維持・向上、

　・高経年プラントの確実な運転・保守、

　・循環型社会の趣旨に沿ったプルサーマル、再処理事業の推進などによる原子燃料

　　サイクルの着実な推進および

　・バックエンド対策が課題である。

○国民的コンセンサスを得るには、市民レベルでの草の根的な議論を「地道に息長く」

　「共生、共感を求めて」行う対話活動の推進が必要である。

　具体例として、「原子力政策円卓会議」や「一日資源エネルギー庁」のような開かれ

　た会議の場で、国民にわかりやすく、同じ土俵で議論すべきであり、また、電気の供

　給県（立地住民）と消費県（消費者）との間での負担と利益の共有による対話も重要

　であると考える。

○さらに、世界の原子力開発・利用の推進を図るためには、原子力関係者の国際的連携

　が必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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発表要旨

中国国家原子能機構（CAEA）副主任　李 東　暉

人類が21世紀に足を踏み入れるに際して、汚染の防止、環境保護、および人間社会の

持続可能な開発の促進が、国際社会において今日の関心事項の一つとなっている。エネ

ルギー起因の汚染は、環境汚染に大きく影響するものの一つであり、特に大気汚染およ

び温室効果の主要な原因となっている。一方、原子力は、実施可能でクリーンなエネル

ギーとして、環境汚染の防止に重要な役割を演じており、経済成長を促進している。中

国における実際的な経済状態およびエネルギー・ミックスに基づいて、中国の原子力産

業の現状を述べるとともに、この論文は、原子力開発に関する中国の政策および原則を

述べ、原子力平和利用および関連国際協力を推進し、核拡散を防止し、NPT等により定

められた義務を充分に遂行する中国政府の立場と努力について述べるものである。
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4月25日（水）

市民の意見交換（18：00～20：00）

於：青森市文化会館　5階大会議室
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4月26日（木）

セッション2（9：00～10：20）

原子燃料サイクル施設のある

日英仏3地域から、世界へ

　21世紀のエネルギー政策、原子力政策に対するフランス（ラ・アーグ）

イギリス（セラフィールド）、日本（六ケ所）の再処理工場を中心とした原子

燃料サイクル施設の意義と役割、3力国・3地域間の協力などについて、

積極的に意見交換していただき、原子力利用、原子燃料サイクルの意義と

地域の貢献について議論する。



モ］［メ
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4月26日（木）

セッション3（14：00～15：40）

使用済み燃料再処理技術はいかにして

確i立したか一各国の建設と運転経験

　再処理技術の開発はすでに半世紀にわたる歴史を持ち、近年、商用

技術として改良され、英仏では良好な運転実績をあげている。ここで

は、再処理政策の意味を改めて考えながら、英仏の専門家から再処理

技術の進展の話を聞くと同時に、核燃料サイクル開発機構が東海再処

理工場の建設・運転を通じて技術の蓄積を図った経験を聞く。それを

踏まえて、日本原質が建設を進めている六ケ所再処理工場の運転開始

に向け、一種の化学工場としての再処理工場の特質を明らかにし、市

民、特に青森県民に理解を深めていただく。

　また、トラブル時のi青倉公開、情報提供のあり方などについても、

経験に基づいた議論を展開してもらう。



六ヶ所再処理施設の安全・安定操業に向けた取り組み

日本原燃（株）六ケ所本部再処理事業所理事・再処理建設所副所長

　　　　　　　　　　　　　　大塔容弘

　日本原燃（株）の六ヶ所再処理施設は、平成17年7月の竣工に向けて、建設工事が最

盛期で3月末現在約64％の工事進捗率であり、平成15年早々より始まる試運転の準備

作業を精力的に進めているところである。

　当社は、六ヶ所再処理施設の安全・安定操業に向けて、国内外関係機関の協力の下に、

設計、建設、試運転、運転の各段階において様々な取り組みを行って来ました。また今後

とも行ってゆく所存である。

　ここでは、当社が六ヶ所再処理施設プロジェクトの全工程における取り組みの実態を以

下の項目にまとめ報告するものである。

　一技術選択

　一設計の妥当性のチェック

　一確証試験による採用技術の定着化

　一先行プラントの不具合経験の入手とその反映

　一建設工事管理の徹底

　一試運転による設備の機能と性能の確認

　一保安規定を遵守した運転

　一計画的な要員の育成
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東海再処理施設の運転経験

核燃料サイクル開発機構東海事業所再処理センター副センター長

　　　　　　　　　　　　川　口　昭　夫

　使用済燃料再処理の主要な工程は、燃料集合体を機械的にせん赤した後に硝酸で溶解し、

有機溶媒を用いた溶媒抽出法によりウラン、プルトニウムと核分裂生成物を分離するもの

である。再処理工場は一種の化学プラントと言えるが、次の点で一般の化学プラントとは

違った技術的難しさが伴う。一つは、ウラン、プルトニウムといった核物質を扱うことで

あり、国際的な枠組みの申で厳重な管理が求められると共に、臨界を防止するための特殊

な技術が要求される。もう一つは、核分裂生成物などの放射性物質を扱うことであり、放

射性物質の閉じ込めや放射線に対する遮へい、被ばく管理などについても高度な技術が必

要となる。

　東海再処理施設は、我が国初の呼処理工場として1977年、使用済み燃料を用いたホット

運転を開始した。以来20余年、本年3月末までの累積処理量は約950トン（金属ウラン換

算）、燃料集合体数にして約4，500体を数える。回収したプルトニウムは約6．5トンに上り、

混合酸化物（MOX）燃料製造技術の開発や「もんじゅ」、「ふげん」等の新型炉開発にも大き

く貢献してきた。

　東海再処理施設の使命は、国内再処理需要の一部を賄うと共に、パイロットプラントと

して再処理技術の国内定着を図ることにあった。主工程の設計は海外技術に依存したが、

許認可、建設、試運転を通じ、国内メーカも含め技術の咀囎・習得に努めると共に、技術の

改良・開発に取り組んだ。

現在では低濃縮ウランを燃料とする軽水炉が世界的にも主流となっているが、その使用

済燃料は従来のガス炉の使用済燃料（天然ウラン）と比べ、燃料体構造や燃焼二等が異な

っており、再処理を行う上でも脱被覆の方法、不溶解残渣や溶媒劣化等に対する配慮など、

技術的に確証すべき事項が残されていた。ガス炉燃料の再処理は米、英、仏において1950

年代から既に行われていたが、軽水炉燃料の再処理については、1970年前後は世界的に見

ても黎明期と言うべき時期であった。

試運転以降、酸回収蒸発缶や溶解槽等、相次ぐ主要機器の腐食故障を経験し、材料開発

や施工方法の改良等、国産技術によりこれらの困難を克服すると共に、高放射線量下にお

ける直接保守、間接保守の技術を蓄えてきた。また、我が国特膚の事情に鑑み、環境保全

のための放出放射能低減化、核不拡散に係るフルスコープ査察の受け入れや保障措置技術

の開発、ウラン・プルトニウム混合転換技術の開発・実用化等、他に類を見ない技術開発に

も取り組んできた。更に、軽水炉燃料の再処理に特徴的な集合体せん断機の改良、不溶解

残渣に起因する詰り除去技術の開発や清澄工程の改造等、運転効率向上の面でも改善を積

み重ねてきた。
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　加えて、試運転以降の初期故障を踏まえ、数年おきに集中的に予防保全を行う計画停止

期間を設けることにより、1980年代後半以降は安定した運転を継続している。

　我が国の本格的な商用再処理工場である六ヶ所再処理工場については、東海再処理施設

でこれまで蓄積してきた運転・保守データや技術的知見の提供はもとより、技術者の派遣、

ホット・フィールドを活用しての試験の受託や研修生の受け入れ等を1980年代から継続し

てきている処である。運転開始を間近に控え、今後一層の技術移転・技術協力を推し進め、

国家プロジェクトの推進に貢献することがパイロットプラントとしての東海再処理施設に

残された重要な使命の一つであると考える。

使用済燃料の再処理実績
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4月26日（木）

セッション4（16：00～19：00）

サイクル事業と地域の共生を考える

　1988年にわが国最初のウラン濃縮工場の建設が着手されて以来、

六ケ所村は世界で最も大きな原子燃料リサイクル・センターの一つに

なろうとしている。21世紀に求められることは、これらのエネルギー

産業と地域産業が融和発展しつつ共生するとともに、地域の安定をもた

らすことである。ここでは、原子力発電等立地地域の代表者も交えて、

原子燃料サイクルとの共生のあり方を検討する。



基調講演

「サイクル事業と地域の共生を考える」

六ケ所村長　橋　本 寿

　只今ご紹介をいただきました、六ヶ所村長の橋本寿でございます。第34回原産年

次大会の開催に当たり地元を始め全国各地で原子力に携わっておられる皆様方に

は、本州の最北端の地であります当六ヶ所村までおいでをいただきまして心からご

歓迎申し上げます。このたびの開催はエネルギー・原子力の開発利用上の重要な問

題について、その課題と解決策を見出すための指針を得るとともに原子力研究開発

利用の進め方について、国民の理解促進に資する目的と伺っており誠に時宜を得た

事業と主催者に対して敬意を表するところであります。私に与えられた「サイクル

事業と地域の共生を考える」のテーマでありますが私は原子力行政に取り組んでま

だ日も浅く、皆さんの期待に答え得るお話が出来ないと思いますが原子燃料サイク

ル事業の立地地域の村長として今までの経過等を踏まえ精一杯努めたいと存じま

すのでどうぞよろしくお願い申し上げます。原子燃料サイクル施設（ウラン濃縮工

場、低レベル放射性廃棄物埋設施設、再処理工場）の立地申し入れ要請があった1984

年、私は村議会議員であり当時の村長が村内意見集約のため、原子燃料サイクル施

設対策協議会を設置、その会長を引き受けることになり村内各界各層から約75名の

会員のもとに直ちに村と共催し、原子燃料サイクル施設の関連施設等を広く見聞し、

その安全性と地域振興への役割などについて理解を深め、更にはアンケート調査、

村民への説明会等を実施したところであります。その結果として同施設の本村への

立地については、安全性の確保を第一義として、本村全体への地域振興に大きく寄

与が期待されるものと認識をし、この要請に協力すべきであると判断し、安全対策、

振興対策など37項目の要望を取りまとめ、同会から村長に対し「原子燃料サイクル

施設立地要請に対する意見書」を提出し、村長はこの意見書を村議会に報告、了承

され1985年半として受諾したところであります。

　原子力施設等に係る安全対策については専門的知識や高度な技術的が要求され

ることから国の係わる部分が非常に多く、国の指導を受けながら関係者間の信頼の

もとに原子力発電所等の推進が図られているものと考えておりますものの、その燃

料や廃棄物等は大変危険なものであり、そのまま放置したり取り扱いを間違えれば

重大な事故が発生します。それを安全にしかも安定的にマニュアル通り管理する事

によって、生物や環境に支障を来す事がないと信じております。

　しかし、不幸にして節目節囲に国内外において原子力関連施設等から事故やトラ

ブルが発生し、特にig99年9月東海村におけるJCOの臨界事故は誠に遺憾であり、原

子力政策の根幹を揺がす大事故であったと思います。
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国民の大多数、私どもを含め原子力に対する知識の乏しさ故に、不安、不信が高ま

りその対策に国はもとより電源立地県、市、町、村、電力関係者等が大変なご苦労

をなさっておられることと存じます。隣村において進められておりますサイクル事

業においてはこのような事がないよう国を始め関係者に対し強くご要講を申し上

げているところでございます。

　さてサイクル事業との共生については、今までにおいてもさまざまな対策が講じ

られております。1970年頃、当村の産業構造は第一次産業（農業、漁業）が75％を超

え生産額も低く生計を立てることは極めて困難であり、経済的にも大変乏しく、又

雇用の場が少なくほとんどの方は集団就職や出稼ぎに頼らざるを得ない、更には基

盤整備（道路・居住環境等）や社会福祉及び教育、文化面においても他市長村よりは

るかに遅れている状況でありました。こうしたことからサイクル事業の推進に協力

をしているところであります。事業の進展によりここ10数年の問に日本原燃株式会

社の社員として地元から約150名、関連企業へ約300名の若者が採用されております。

　又、現在再処理工場の建設に伴い労務者として1日当り6，000名から7，000名、そ

のうち地元から約1割の方々が従事しております。

　次に税収についてでありますが、1996年から地方交付税の不交付団体となり村税

の7割以上がサイクル事業に係わる分であり平成13年度の一般会計歳入予算は110

億円でそのうち村税は74億4千万円、67．6箔になっております。

又、国等の制度による交付金等については主に電源立地促進対策交付金が1988年か

ら約10年間にわたって約191億円が交付され教育・文化施設・産業振興・福祉施設・

基盤整備事業に充当しその整備を図ってきたところであります。しかし真の地域振

興は物、お金も必要であると思いますが、それだけでは村民の期待を満たすことに

はならないと思います。

　エネルギー問題や食糧問題地球環境問題、さらには生活の質を高めるなどハード

面からソフト面に目を向け、村民のニーズに即応した施策が求められております。

　村の将来展望として「人、自然、文化、産業が輝く共生のまち」を実現するため、

①活力ある産業づくり、②人、文化づくり、③健康と福祉の里づくり、④快適な生

活環境づくり、⑤新都基づくり、⑥健全で開かれた行財政運営をスローガンのもと

にサイクル事業との共存共栄を図りながら行政運営に取り組んでいるところであ

ります。

　原子燃料サイクル事業は全国の原子力発電所と密接な係わりが深い事から諸課

題や住みよいまちづくりのための情報交換会など積極的に実施すべきと考えてお

ります。又、エネルギーの生産地域の状況を消費地の皆さんが少しでもご理解をい

ただければ非常に幸に存じます。次に原子力防災対策について触れてみたいと思い

ます。
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　原子力施設の安全対策については、申し上げるまでもなく、原子炉等規制法等に

基づき災害の防止上十分な各種の安全確保対策が講じられ安全性は十分確保され

ることになっております。

　しかし、1999年9月に発生した東海村ウラン加工工場臨界事故を契機に事故発生

の可能性を100％排除することは出来ないという前提に立って、事故が発生した場合

に周辺住民等の生命、健康等への被害を最小限度に抑えるため、国においても安全

規制のための法律改正や新たに原子力災害対策特別措置法の整備がなされ、併せて

防災資機材等の整備も行われたところであります。六ヶ所村においても、平成11年

度で約1億2千万円、平成12年度で約6億1千万円の予算措置をしたところであります。

　さて、我が村での原子力防災対策でありますが、平常時には青森県と事業者が村

内8ヶ所に設置したモニタリングステーションで環境放射線等の測定を実施してお

り、四半期毎にそのデータを村内毎戸に情報誌として配布しております。

　行政として地域住民の安全確保のために最も重要なことは万が一事故が発生し

た場合の対策であります。

　そのために村では国からの補助金を活用し各種防災資機材等を整備しておりま

すが、万が一事故が発生した場合、デマなどいろいろな情報が錯綜することが予想

されるため、正確な情報を地域住民と共有する必要があります。

　まず、情報伝達手段として防災行政用無線子局を村内全域に既設のものを含み約

100基設置しております。この防災行政用無線子局は戸外で農作業や海岸で釣りな

どしているなど、村内全ての住民ヘスピーカーで緊急事態を知らせ、必要な情報を

伝達するものであります。次に、屋内にいる人のためには戸別受信機を毎戸（4，136

世帯、2月28日現在）に設置し、村内に居住している住民全てに正確な情報が伝達で

きるシステムを構築しております。更には平成13年度には民間の地上波を使用し、

村内毎戸のテレビに防災情報や行政情報を文字情報として伝達できる「バリアフリ

ー型原子力防災・行政情報伝達システム」の整備を実施する予定としております。

　このシステムでは屋内退避や避難所、避難方法等のマニュアルについても情報提

供することができるとともに、事故の規模や対策状況等様々な緊急情報が正確に村

民に伝達できることになります。

　また、災害弱者対策としては、聴覚身障者用に「シルウッチ」を整備しておりま

す。このシルウッチというのは通常は時計として使用してもらい、緊急時にはファ

ックスが入っていることを信号でお知らせしたり、バリアフリー型原子力防災・行

政情報伝達システムで発する緊急信号で緊急事態が発生したことを知らせるもの

であります。

　また、寝たきり老人対策用としてマイクロバスにベットや車椅子を積むことの出

来る昇降機のついた「ケアーバス」を整備しております。

　更には各種サーベイメータ、緊急時に電話の通信不能対策としての車載可搬型無

線機やトランシーバーなどの整備、飲用水確保のための造水機等を整備しておりま
す。
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なおまた、村の災害対策本部設置のためのいろいろな設営用機材の整備や国、県の

災害対策本部と結ぶテレビ会議システムなどの整備に取り組んでいるところであ

ります。以上がハード面での整備状況であります。

　ソフト面の整備では災害対策基本法及び原子力災害対策特別措置法に基づき六

ヶ所村地域防災計画原子力編の改定作業に取り組んでおり、今年度中には改定作業

を終える予定としております。

　また、原子燃料サイクル施設に係る原子力災害が発生した場合の防護対策として

平成10年、11年度の2ヶ年を要して、防護対策措置計画等に関する様々な調査を実

施しており、防護対策を重点的に実施すべき区域、防護対策措置の対応体制、防護

対策措置の実施要領等について報告がなされているところであります。今後はこれ

らの計画や報告書を踏まえ、住民の避難・退避のための住民用マニュアルや防護対

策要員としての役場職員のための、より充実したマニュアル等の策定に取り組んで

参りたいと考えております。

　いずれにいたしましても旧動燃の火災爆発事故やウラン加工工場での臨界事故

等、度重なる原子力施設での事故により原子力行政に対する不信、施設の安全性に

対する不安が根強くあります。これらを払拭するためには、村として出来ることは

何といっても地域住民から納得が得られる、しっかりした原子力防災対策が必要で

あると考えておりますので、今後ともこれらの整備に鋭意努力して参りたいと考え

ております。
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　　　　　　　　　原子燃料サイクルと地域の共生を考える

　　　　　　　　　　　　柏崎市長　西　川　正　純

1　総出力821万2千キロワット、世界一の規模の柏崎刈羽原子力発電所のまちか

　　らの報告と問題提起

（1－1）何故柏崎に原子力発電所が立地されたか

（1－2）立地に伴う交付金その他の税収を、どういう視点で活かそうとしたか

（1－3）原子力発電所の立地のおかげでまちはよくなったか

（1－4）現在、市民はどういう姿勢で原子力発電所と向き合っているか

（1－5）これまで30年、これから50年、私たちと原子力発電所との共生のあり

　　　　かた

2　原子力発電所の立地点からみた核燃料サイクルに対する期待と不安

（2－1）国も事業者も懸命の努力、しかし、やや後追いで、綱渡りに近い形で進め

　　　　　られる核燃料サイクル

（2－2）核燃料サイクルの拠点として、青森県への感謝、そして今後も日本のエネ

　　　　ルギーを支えるパートナーとしての連帯と期待

3　最後に一言
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サイクル事業と地域の共生を考える

日本原燃株式会社社長　佐々木　正

1。サイクル施設の立地申し入れから15年が経過して

2。新たな時代に向けて

（1）「安全」そして「安心」へ

　・JCO臨界事故を「他山の石」に

　・的確な危機認識と安全管理・倫理意識の徹底へ

　・地域の人々の目線に立った情報発進へ

　・保安活動の充実強化へ

（2）サイクル事業は「建設」から「操業」へ

　・サイクル事業は「建設」から「操業」へ

　・サイクル事業に従事する者が一体となって

（3）「地域との交流」そして「地域の人」へ

　・本社機能の六ケ所集中化へ

　・「地域との交流」そして「地域の人」へ

　・次世代の子供たちの育みへ
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サイクル事業と地域の共生

東海村長　村　上　達　也

　原子力と地域の共生を今日的な意味で考える場合の基点は何か。その第一は、東海村で

起こったJCO臨界事故であろう。この前と後での状況の違いを明確に認識しなければなら

ない。わが国では仮想事故として認識されていた原子力事故が現実のものとして一般に認

識されるに至ったのだから。ここで生じた原子力に対する国民の懐疑、不信感に推進サイ

ド、進出側がどう対応するか、その姿勢が問われている。しからばどうすべきか。それは

模索してもらいたい。大事なことは、原子力業界、帰属組織の枠から出られるか、そして

地域住民の視点、意識に立って住民の懐疑、不信感に根底から応える努力ができるかどう

かだということだけを言っておく。

　第二は、地方の変化である。経済の高度成長・発展そしてその破綻によって地方の意識が

大きく変化しつつあることを知る必要がある。電源開発イコール地域振興という図式が成

り立ち、持て離されていた時代は過去のものになりつつある。成熟社会の中で、地方の自

立指向が高まってきている。かつては地方も高度成長の波に乗ろうとして工業化、都市化

を追求してきたが、見果てぬ儘に、今や地方としての原点に回帰しようとしている。カネ

や公共施設頼りのまちづくり、自然や農業など自前の環境を再認識し、そして生活重視の

福祉社会を目指している。そのような先進自治体は、東北や九州などの高度成長から取り

残された中山間地に次々と生まれている。カネによる地域振興で地方の心を捕らえられる

時代は終焉を迎えている。この心理を弁えないでは、真の共生はありえない。

　まとめて総括的なことを言えば、共生を意識しなければならない主体は進出側にあると

いうことを先ず確認してもらいたい。それは既存の地域共同体に計り知れない大きなイン

パクトを与えるのが進出側であるからである。そして共生を経済的な概念で捕らえられる

のではなく、文化的概念として規定することといった意識の転換が重要である。この場合、

進出側は組織そのものや組織人、組織の代表として意識し行動することが望まれる。カネ

ではなく、汗をかく労働や知恵、知識を地域社会に提供することでなくてはならない。
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4月27日（金）

セッション5（9：00～11：00）

電力自由化の中で再評価される原子力

　最近の石油・ガス価格の高騰による欧米各国での混乱は、安定供給の

重要性を改めて浮き彫りにした。こうした中で、原子力発電を再評価す

る動きが浮上してきた。昨年、過去最高の運転実績を記録した米国では、

有利な経営資産として原子力発電に熱い視線が注がれており、途絶えて

久しい新規発注が具体的な話題にのぼってきた。また欧州でも、電力自

由化先進国のフィンランドで新規原子力発電所の建設申請が行われた。

　本セッションでは、電力自由化先進国での事例を紹介するとともに、

わが国の置かれた状況を踏まえて、各国との共通点、相違点を探る。



フィンランドの原子力発電戦略一新規原子力発電所の建設をめざして

フィンランドテオリスーデン・ボイマ電力会社（TVO）特別顧問

　　　　　　　　　　　　A．トイボラ

要約

　フィンランドは、その産業構造と気象条件により1人あたりの電力消費量が高

い。電力消費量は引き続き増加しており、2015年まで年率1．0　1．5％の伸びを示

すと予測されている。こうした消費の伸びと老朽化した発電所の閉鎖を考慮する

と、2015年までに約380万kWの新規発電設備が必要になるとみられている。

　フィンランドの発電構成は電源の多様化を基本に据えており、電熱併給ならび

に再生可能エネルギー源が広範に利用されている。フィンランドは、国内での発

電に加えて、北欧やロシアの市場からも恒常的に電力を輸入している。輸入電力

が占める割合は、2000年には15％であった。

　フィンランドは、京都議定書にしたがい、温室効果ガスの排出量を1990年水準

に抑えることを約束している。フィンランドがすでに行っているように、電熱併

給ならびに再生可能エネルギーを発電部門で広範に利用することが二酸化炭素の

排出削滅にとって不可欠であると考えられる。

　原子力発電は現在、フィンランドの電力需要の27％をまかなっている。4基の

原子力発電所の運転実績はきわめて高く、またその発電コストをみても、自由化

されている北欧の電力市場で高い競争力を持っている。2基・168万kWの原子力

発電所を運転しているTVOは昨年11月、新らしい原子力発電所の建設に関する
原則決定を求める申請をフィンランド政府に行った。原子力発電は燃料コストが低

いため、長期的にみて電力価格が安定している。このことは、発電設備を増設する

にあたって、原子力発電が他の電源よりきわめて優れている点である。
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4月27日（金）

セッション6（11：10～13：00）

高レベル放射性廃棄物処分への

ステップとその推進方策

　わが国では平成12年10月に高レベル廃棄物処分の実施主体として

原子力発電環境整備機構が発足し、21世紀半ばごろの処分実施に向け

て、具体的な活動が開始されている。この推進に当っては、国民と地域

住民の立地や安全性等についての理解が不可欠であり、今後の開発の各

段階に応じて、そのための誠意ある対応が求められる。ここでは先行し

て計画を進めているスイス、フランス等の関係者から計画の推進状況を

聞き、国民の理解と地域共生について討論する。



発表要旨

弁護士　石　橋　忠　雄

1．高レベル放射性廃棄物（HLW）に関する日本の現状

　現在、六ケ所村の高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターには　464本のHLWガ

ラス固化体が貯蔵されている。これは日本の電力会社と英国BNFL、仏COGEMA

との間で締結された再処理委託契約により、フランスから6回にわたって海上輸送によ

って日本に返還されたものである。日本流血（JNFL）がさる2月に発表した見通し

によると、英仏から日本に返還され、六ケ所村に搬入されるHLWガラス固化体の総量

は2，200画面ある。また核燃料サイクル開発機構（JNC）においても、昨年9月

現在72本のガラス固化体が保管されている。

　一方、科学技術庁の調べによると、国内の使用済燃料は1999年12月現在、ガラ

ス固化体に換算して約13，300本あり、2020年には約40，QOO本になると
推計されている。

2．HLW処分の法律と制度

　　昨年5月「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」が制定された。この法律はH

　LWの処分について、主として1．処分の実施主体、2．処分事業に要する資金の手当、3．

処分場選定のプロセス、の3点を制定したものである。

　　一方、原子力委員会は昨年11月、原子力の長期計画をとりまとめ、その中でHLW

　は30年から50年間程度冷却のための貯蔵をした後、地層処分するという従来の政策

　を確認した後で、処分に関する研究開発と処分施設の計画とは明確に区分して進めるこ

　と、また事業のすべての段階を通じて情報公開を徹底し、事業の透明性の確保をはかる

　ことが重要であると述べている。

3．地層処分か地上管理か

　　原子力委員会は1995年9月12日決定において、地層処分は世代問の公平及び環

境面からの要請に適うものであるとの見解を示しており、私もこれに賛成である。

　　このような政府の取組みについて、反対派は、そもそもはじめに地層処分ありきでは

　ないかとしてその基本姿勢を論難し、大都市やブロック別での地上管理を提唱している。

　また地層処分がベストではないとする意見には、科学技術の進歩をまつべきだとか地震

などへの懸念を示す科学者や最終の処分方法は国民が判断すべきであるとする考え方も

　ある。
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　ところで反対派は地上管理をいうものの、その力は弱い。それは単に地層処分の安全

性が確立されていないのではないかというネガティブな現状認識の裏返しであるとか、

あるいは地上管理の方法、期間、場所などについて具体的な言及がなく、また地上管理

後のあり方に関する議論も見られないといったことよりも、より本質的な背景に起因し

ているような気がする。それは例えば、青森では六ヶ所村に貯蔵されているHLWにつ

いて青森県を最終処分地にしないでほしい、という点では県知事も含めて推進派も反対

派も県民等しく一致しているのである。またそのこと故に地層処分の是非については県

内では余り議論になったことはない。要するに早く県外に持って行ってもらいたい、と

いうことなのである。一方、地下研究施設の建設が計画されている北海道や岐阜県など

では地下研究施設の受け入れについては人によって立場を異にするにしても、そこをH

LWの処分場として認めるかという問題では誰もが反対しているように見える。

　ここでおぼろげに分ってきたことは、ことHLWについては原発の賛成、反対の色分

けとは関係なしに同じ地域で認識や対応が奇妙に共通し、かつそれはある地域と他の地

域では時に正反対にもなるという現象である。換言すると、H：LWの処分をめぐる我が

国の議論の現状は地層処分そのものの科学、技術的側面や制度論といったこれまでの原

子力論議よりも地域感情により根ざしたものにとど　まっているように思える。

　だと：したら、我々はこれをどう受け止めたらよいのだろうか。答えを出すのは容易で

はない。アメリカなどの例を見てもこのような状態はまだしばらく続くであろうし、必

要かもしれない。しかし、さらに思いをすすめてみると、問題は地層処分の是非論より

も、高レベル廃棄物とは一体、何なのか、それは自分自身の裏返しなのではないかとい

う直載的な問いかけに直面することになる。

4．サイト選定プロセスーアメリカ型かフランス型か

　　私は地層処分か否かにかかわらず、HLWの管理や処分については国（政府）が責任

　をもつべきであると考える。これは具体的には実施主体のあり方や候補地の選定や最終

　処分場の決定を誰が行うかという問題である。

　　私は処分予定地は内閣または内閣総理大臣が決定し、国会がこれを承認するというこ

　とを基本方針とし、この手続きは法律で制度化すべきである、またこの決定には地元自

　治体や住毘の異議申立権を認め、この異議申立は国会が上記承認手続きの中で審議、判

　断ずべきである、と従来より主張してきた。これはアメリカの1982年核廃棄物政策

　法（1982鼎PA）を参考にした方式である。
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　次に処分地選定プロセスにおける地下研究施設のあり方について我が国ではまだ十分

な制度づくりがなされていない。

　　原子力委員会は新しい長期計画においてJNCが行う地下研究施設と処分場建設の

実施主体である原子力発電環境整備機構（Nuclear　Waste擁躁age釦e難重Organizatio鍛of

∫apan）が行う処分地選定プロセスは明確に区別すべきであるとした。これは地下研究施

設がなしくずしに処分場になるのではないかといった不安や懸念が国民との意見交換会

などで一部、強く出たことに対応した措置である。

　フランスの放射性廃棄物管理研究に関する1991年12月30日法律は、地下研究

所における調査は長寿命放射性元素の分離・変換の研究及び長期中間貯蔵プロセスの調

査と並行して行うとし、議会の科学技術選択評価局が報告書を審査した上で、2006

年までに議会が最終的に地層処分の方法を採用‘するか否かの判断をするとしている。長

期計画の提言はフランス型に近いということができるが、一方でフランスの場合、最終

判断を議会に委ねているという点で国の責任を法律で明確にしていることが注目される。

5。国民合意の形成に向けて

　　HLWの処分は国民の理解と協力なくして前進しないことは諸外国の例をみても多言

　を要しない。その場合、新しい長期計画でも述べているとおり、事業のすべての段階を

通じて透明性の確保をはかることが重要である。具体的には住民参加を認め、情報公開

の徹底（アクセス権）をはかる制度を創設することである。

　　この点において新しい処分法は、最終処分場は実施主体と地方自治体の首長が協議し

て決定するという従来の開発システムを踏襲しており、一方で住民参加や情報公開に関

する規定もなく、また地下研究施設との関連においては何らの措置もしなかった。これ

ではHLWの地層処分についての国民合意の形成をはかることは不可能である。

　その象徴的な問題が最近、発生した。報道によると、JNCが過去に実施した基礎調

査の内、調査地に関する資料の公開をしない方針であるといわれる。JNCは旧動燃（P

NC）が「情報隠し」などでその閉鎖体質を批判され、解体的な出直しの結果、生れた

国家組織である。にも拘らずこのような専断的な振る舞いが行われたとすれば、JNC

は自らに与えられた任務と使命を全く理解していないと思われる。もしこの報道が事実

であれば、｝ILWの処分について国民の理解と信頼を得るための方策について5、6年

前から原子力委員会の懇談会などで取り組んできた努力が水泡に帰し、我が国の地層処

分の研究、開発はさらに大きく停滞することになるであろう。

　　このような不幸な事態を防ぐために、私は国民の相互理解と参加を理念とした新しい

制度をつくる必要があると考える。
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スイスにおける高レベル放射性廃棄物処分に関する方針と計画

　　　　　　　意思決定プロセスと市民参加

　　　　　　　　　H．イスラー

スイス放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA）理事長

　放射性廃棄物処分は、「どうやって」「どこに」「いつ」という点を中心に議論

されることが多い。過去20年にわたる核廃棄物管理問題に関する激しい議論

の末、スイスでは現在、法的枠組みの整備が最終段階にあり、オプションを維

持する柔軟な戦略についてかなりの意見の一致をみており、入念な実施計画が

うまく進行中である。地域別評価計画では、8つの地域で地域調査を実施し、

慎重に検討した結果、結晶質と粘土質の処分地2カ所を特定した。現在、2つ

の岩盤研究所（結晶質と粘土質）が活動している。高レベル放射性廃棄物処分

の実行可能性と立地の可能性を実証する新しいプロジェクトを準備しており、

2002年に連邦政府に許可申請をする予定である。

　実行可能プロジェクトの検討過程さらに、より具体的には、現在進行中の立

地計画に関して、法律制定について国民との対話を行ってきた。処分地選定プ

ロセスにおいて浮き彫りになった主な点は、別の場所ではなくなぜこの場所が

という疑問と、積極的な調査結果がすぐ建設に結びつくのではないかという恐

れがあることである。地元住民および地元当局が意思決定プロセスに参加する

ことになっているが、また、健康や経済への影響に対する心配もある。メリッ

トは何か。そしてそれはどのように配分されるのか。対話を行い、信頼関係を

構築するためには、地元当局と住民が早い時点からプロセス参加することも一

つの方法である。地元や地域の作業グループと第三者としての専門家が協力す

れば、対話と独立した判断を可能にする基礎を築くことができる。立地調査を

監督する委員会の設置も奨励されよう。最終処分場立地には、地元住民との対

話が重要な役割を果たすことになる。処分場の立地には長期的な作業が必要で、

最高幹部の関与も必要となる。地元当局の協力と大多数の地元住民に認められ

れば、適切な方法で立地調査を実施できることが経験上わかっていた。時間的

には当初の計画より長くかかったけれども、それによって、調査計画が最適な

ものとなり、一般住民の理解を十分得るとともに、結果的に、われわれの処分

概念に適応してもらうことができた。
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発表要旨

　　　　原子力発電環境整備機構理事長　外　門　一　直

1．はじめに

　・高レベル放射性廃棄物の最終処分問題は、原子力発電にとって残さ

　れた重要課題の一つ。

　・「処分の実施主体の設立」、「処分費用の負担制度」等、事業の制度化

が　日本においては遅れ。

2．特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の制定経緯

　・高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）を地層処分する方針

　・原子力委員会、総合エネルギー調査会原子力部会における検討。

　・平成12年（2000年）5月「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」

　成立。

3．「原子力発電環境整備機構」の設立・構成

　・平成12年（2000年）10月　電力会社社長、核燃料サイクル開発機構理事長

　　　　　　　　　　　　等が同機構の設立認可を申請。

　　　　　　　〃　　　　通商産業大臣の認可を得て設立。

　・要員構成：常勤役員理事長以下6名、職員25名（3月末現在）
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4．事業資金の確保

　・事業資金総額：ガラス固化体4万本で約3兆円

　・発電用原子炉設置者（電力等）は、拠出金を機構に毎年3月拠出。

　・機構は、拠出金全額を（財）原子力環境整備促進・資金管理センター

　　に預託。センターが預託された拠出金を運用。

　・機構は、経済産業大臣の承認を受けてセンターより資金を取戻し。

5．事業実施スケジュール

　・　　順　　次

　・平成20年代前半頃（2008～2013年頃）

　・平成30年代後半頃（2023～2028年頃）

　・平成40年代後半頃（2033～2038年頃）

概要調査地区の選定

精密調査地区の選定

最終処分施設建設地の選定

最終処分事業の開始

6．当面の活動→概要調査地区の選定準備

　　①最終処分事業に対する理解活動

　　②全国を対象とした既存資料の収集

　　③経済性、効率性向上を目的とした技術開発

　　④海外の事業者との連携、国際協力

7　事業に取り組む機構の基本的姿勢

◎最終処分事業は、原子力を支えるアンカー。

◎国民から十分な理解を得て、事業を着実に推進。

◎積極的な情報公開により透明性の確保→信頼の獲得を目指す。
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　　第34回原産年次大会準備委員会委員名簿

議長・コーディネーター・講演者・パネリストの紹介



委員長

委　員

オブザーノベー

第34回原産年次大会準備委員会委員名簿

吉田　　豊

沼波田禾積

石橋　忠雄

植村　正治

梅内　敏浩

太田　宏次

川村　　隆

塩越　隆雄

杉山　　弘

鈴木　篤之

佐々木　正

田中　榮子

都甲　泰正

橋本　　寿

前田　　肇

松田　　泰

南　　直哉

村上　健一

八島　俊章

安ヶ平農夫男

素川　富司

藤冨　正晴

長内　　敬

蒔田　弘一

弘前大学学長

2001年2月22日
　（敬称略、順不同）

青森公立大学経営経済学部教授

弁護士

全国漁業協同組合連合会会長

青森県商工会議所連合会会長

電気事業連合会会長

日本電機工業会原子力政策委員会委員長

東奥日報社編集局長
電源開発（株）社長

東京大学大学院工学系研究科教授
日本原燃（株）社長

青森県地域婦人団体連合会会長

核燃料サイクル開発機構理事長

六ケ所村長

電気事業連合会原子力開発対策会議委員長

（財）原子力発電技術機構理事長

東京電力（株）社長

日本原子力研究所理事長
東北電力（株）社長

青森県友愛会会長

文部科学省大臣官房審議官（研究開発局担当）

通商産業省資源エネルギー庁長官官房審議官

　　　　　　　　　　　（2001年1月5日まで）

外務省総合外交政策局軍備管理・科学審議官組織

参事官

青森県むつ小川原開発・エネルギー対策室室長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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開会セッション

1932年眉月29日生まれ

学　歴：

1955年3月

1995年7月

職　歴：

1955年4月

1985年6月

1989年6月

19釧年6月

1995年6月

東京大学工学部電気工学科卒

名古屋大学工学博士号取得

中部電力㈱　入社

圏社　取締役棄京支社長

團社　常務取締役

圏社取締役副社長
総社　取締役社長に就任し現

　　　：在に至る

賞　罰：

1971年11月

1992年5月

2000年5月

第19回オーム披術賞

第1回電気学会業績賞

第38回目気学会功績賞

主な役職：

1991年9月～　債オ）中部科学技術センター会

　　　　　　　長

1995年9月目　㈹中部経済連合会副会長

1996年5月～　愛知県経営者協会副会長

1998年5月～1蓬年5月

　　　　　　　㈹電気学会会長

1999年6月～　電気事業連合会会長

太田　宏次氏

礒

吉田 豊氏

1930年8月28日生まれ

履　歴＝

1955年6月

1957無3月
1961年6月

1965年10月

1975年4月
1988年2月
1996年2月

主な研究歴：

1957年～36年
1962年～今鶏

Cornell　CoUege（米国アイ

オワ州〉生物学科卒
弓ム前大学医学音区卒

ミネソタ大学（米国）大学
院内科（Mayo　Clinic）修了

弘前大学医学部第一内科助
教授

弘前大挙医学部第一内科教授

弘鋏大学医学部長（3期）

弘前大学長となり現在に至
る　‘

血液凝固学

消化器病学、とくに小腸・

大腸疾患

主な学会活動歴：

日本内科学会

日本消化器病学会

1）大腸がんの集検

2）炎痙牲腸疾患（18の）

3）消化吸収不良

　〈乳糖不耐症など〉

臼本消化器集団検診学会

日本大腸肛門病学会

日本血液学会

日本消化吸収学会

日本心身医学会

賞：

東平賞（1991年〉

膏森県，褒賞　（1992年）

河北文化賞（1996年）

功労会員

名奮会員

理事

名誉会員

評議員

理事

功労会員

盛翁幽
西澤　潤一氏

哩926年9月12日生まれ

略歴：

紛48年3月　東北大学工学部電気工学科卒
1948年4月～1953年
　　　　　　東北大学大学院特別概究生

1953年4月
1954年5月
1960年3月
1962年12月
1968年～

葉北大学助手（電気通信研究所）
東北大学助教授（電気通信研究所）

工学博士
東北大学教授（電気通僧研究所）

（財）半導体研究振興会

半導体砺究所望長

1983年4月～紛86年3月
　　　　　　東詑大学電気通信研究所所長

1989年4月～1990年3月
　　　　　　東北大学電気通信研究所所長
1990年4月～東北大学名誉教授
1990年11月～1996年11月
　　　　　　東北大学総長
1997年4月～東北自治総合匹田センター館長
⑲97年9月～二二大学名；誉学長

歪998年4月～岩手県立大学長

2000年6月～縣力揖本原子力産業会議会長

賞：

1974年
蓬983年

1986年
1989年

2000年

1988年
1994年

1995年
1996年

日本学士院賞
文化：功労賞　ジャック・A・モート

ン賞

本田賞
iOCG
文化勲童　ローディス賞

2000｝EEiεEDISON　MEDAL

臼シア科学アカデミー外国人会員

ポーランド科学アカデミー外国入
会員

日本学士競会員
韓国科学技術アカデミー名誉外國
人会員

著　書：
「匿騒う琶虫禽弓技ξ苛」1981年

「愚直一徹　一私の履歴書一」1985年
その他
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藤家　洋一氏

1935年蓬0月17日生まれ

学　歴：

窪958年3月

哩963年3月

職　歴：

1980年6月

鷹986年8月

1989年4月

1995年4月

1996年4月

東京大学理学部物理学科卒

東京大学大学院博士課程電気

工学専門課程修了

名古屋大学プラスマ研究所教

授

東京馬革大学原子炉工学研究

所教授

岡学　原子炉工攣研究所所長

原子力委員会委員（非常勤）

原子力委員会委員（常勤）

1998年1月

2001年1月

現職

原子力委員会委員（委員長代
理（常勤））

原子力委員会委員（委員長
（常勤）〉

原子力委員会委員長

青江 茂氏

⑲44年2月7日生まれ

学　歴．

1968隼3月　綱山大学文学部法学科卒

職　歴．

1968年4月
1974年9月

栂76年2月

1976年5月

1977無4月
1977年12月

1979年7月

⑲82年3月
⑲82年11月

科学技術庁長官官房総務課

通商産業釜通商政策局経済協力部
経済協力課

科学技衛庁漂子力安全周核燃料規
欄課長補佐

原子力安全局核敷料規潮課保障措
置室長補佐

療子力安全局保障措置課長補佐

簾子力局政策課原子力法令制度審

査室長補佐
外務省在オーストラリア日本飼大使館一

等書記蜜

科学技術庁長官官房総務課長楠佐

長官賞房秘磐課長捕佐
（大匪秘露官事務取扱）

1983無12月

1985年4月
1985年6月
1987無6月
1989年7月

歪991隼6月

1992無6月
1993年6月

1994年7月

1995年6月
1996年6月
1997隼7月
霊998無6月

唯999無7月

2000年6月
2001年1月

原子力局調査國際協力課原子力調
査室長

原子力政策課原子力調査室長
原子力局動力炉開発課長

研究開発局学宙企画課長
理化掌概究所調査役
（放射光研究施設担当）

科学技術庁科学技術振興局企画課
長

長官官房総務課長

長官官房審議官
（科学技術政策局挺当〉

長官賞房審議宮
（科学技術振興局担当）

長官宮房審議宮（長官官房担当〉

科学技術振興局長

研究開登局長

凍子力局長

科学技術政策局長

科学技術政策研究所長

文部科学雀文部科学審議官

河野　博文氏

1946年1月1臼生まれ

学　歴

壕969年

職　歴：

1969年7月

1970年扮月

1971年犯月

1973年10月

1974年9月
1975年9月

1978年2月
1978年9月
蓬980年7月

東京大学経済学部経済学科卒

通商産業省入省

（企業局立立地政策課）

企業局工業用水課

貿易振興局輸出保険課

大臣官房総務課

通商政策局通商調査課

機械情報産業局電子機器電気
課

大臣官房秘書課

貿易局為替金融課

科学技術庁原子力安全局原子
力安全課

窪981年5月

蓬982年6月

蓬983年6月

蓬983年9月

1984年5月
1988年6月
1989年6月
1991無4月
1991年6月
1992年6月

1993年6月
1994年12月

捻95年6月
｛996年8月

1998年6月
1999年9月

機械情報産業局総務課

大臣官房秘書課

大臣官房総務課企画調査宮

機械情報産業局総務課企画宮
シ“工卜隣・ニューヨークシャハ。ントレート“センター

大臣容房参事官

通商政策局米州大洋州課長

同局　米州課長

機械情報産業局産業機械諜長

詞局　総務課畏、餅）エネルギ

ー環境対策窒長

大臣官房総務課長

大臣官房審言義官

（産業政策局担当）

資源エネルキー庁石油部長

機械情報産業局次長

基礎産業局長

資源エネルギー庁長富
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西岡 喬氏

蓬936年5月3日生まれ

学　歴：

1959隼3月

職　歴：

｛959年4月

1989年7月

1991年6月

1992無6月

東京大学工学部卒

新三菱重工業㈱入社

三菱重コ叢話㈱航空機・特車事

業本部名古屋航空宇宙システ

ム製作所副所長

同社航空機・特車事業本部

名蜜屋航空宇宙システム制作

所長

同社　取締役、航空機・特車

事業本部名古屋航空宇宙シス

テム製作所長

1993年4月

1995無4月

1995：犀6月

1998年6月

1999年6月

同社　取締役、名古屋航空宇

宙システム製作所長

岡社　取締役、航空機・聴車事

藁本部副事藁本部長

同社　常務取締役、航空機・

讐車事業本部長

岡社　取締役副社長、航空
機・婚車事業本部畏

同社　取締役社長

木村　守男氏

1938年1月24日生まれ

学　歴：

1960年3月

職歴：
1962年7月

1967年4月
護980年6月

1981年6月

1986年7月

1987無1i月

1988無2月

1989年6月

1990年2月

臼本大学法学部法律学科卒

建設大臣河野一郎秘書

烏森県議会議員（3期）
適言義院言義員　　（　1　其月陰萎）

自民党国会対策委員

衆言義藁蓑義員　（2其多目）

衆議院建設常任委員

自民党青森県連会長

建設政務次官

衆議院議員（3期目）

1991年11月

1992年12月

1993年7月
望993無8月

蓬995年2月

｛995：犀3月

1999無2月

自民党建設部会部会長代理

自民党建設部会丁

丁言義院言義員　（4四月閉）

農林水産政務次宮

葺森県知嘉（1期副
債オ）日本相撲連盟副会畏

葺森県知薯（2期副

M、エルバラダイ氏

　1984年からIA巳A事務局の上級幹部となり、

数々のハイレヘルの政策決定に携わるポスト

を歴任した。84年から87年まて、国蓮駐在

lA巳A事務局畏代理（在ニューヨーク）を務

めたあとiAEA法律顧閤、法務部長を経て、

渉外部長となり、93年夏は渉外担当事務局

畏捕佐の要職に就いた。97年12月1iヨ付け

て国際原子力機関GAEA）事務局畏に任命
された。

　1942隼エシプト生まれて、60年代にカイ

環大学て最初の法学士号を取得、続いて71

年から74年にかけ、ニューヨーク大学スク

ール。オフ・ローから修士号と樽士号（とも

に国際法）を取得した。

　1964年にエシプト外務省に入省、外交官

としての経歴の第一歩を踏み出す。なかても、

在ニューヨークおよびシュネーフの国連機関

エシプト代三部に勤務する機会に恵まれた。

　外交官、国際公務員、学者として30年に

わたり果たしてきた仕事を通し、闇闇のシス

テムを筆頭に、さまざまな国際組織の業務内

容、処理方法、法的枠組みなとに習熟した。

また、iA∈Aても概鎭を積み、技術協力、原

子力安全や核物質管理の検証のみならす、政

治的、法的諸問題など、さまざまな酒動分野

て専門的知見を磨いてきた。現在、国際法学

会、米國国際法学会、原子力法挙会を初め、

さまざまな専門的な学会に所属している。
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A．ローベルジ譲ン氏

　フランスの團立鉱山エンジニア大学（エコ

ール・ドウ・ミヌ〉およびフランスの「国立

上級大学」を卒業、物理学学位を持つ。職業

歴はカナダにおける鉄鋼産業で1983年に開

始。その後、ユジノール社に移籍する。41
才。

　1984無、CEA（仏原子力庁〉の化学産業

についての欧州安全研究を擦揮した。⑲85

年から1988年まで、パリ周辺の地下ユーテ

ィリティー溝動を監督し、1988年、ゼネラ

ル・マイニング・カウンシルの副所長に任命

される。

　⑲90年、フランス大統領府における経済

圏際問題相談役に指名され、1991年このス

タッフの所長代理となる。その後、大統領の

「シェルパ」となり、G7サミットの準備を

担当する。

　1995黛、パリにおけるラザール・フレー

ル・工・シエ社のニューヨーク事務所で数か

月を過ごした後、共同経営者となる。

　1997年3月、上級副社長としてアルカテ

ル・テレコム社に入社し、紛98黛7月、理

事会理事となる。国際組織およびこのグルー

プのエネルギーおよび原子力の分野における

海外闘係を担当。

　1999年6月以来、COGεMAの会長兼CEO
を勤めている。

略　歴：

　ピューリツァー賞（ノンフィクション部門〉

と米国ブック賞を受賞した「原子爆弾の誕生」

をはじめ櫓冊の著書がある。「黒い太陽一一水

爆の製造」は、ピューリツァー欝（歴史部門）

最終候補者3名に選ばれた。エッセイ「原子

力の必要性」は、デニス・ベイラーとの共著

で、謬外交遍誌2000年秤2月号に掲載された。

R．ローズ氏
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午餐会

麟　　髄激総㌧熱
鱗・　　繊N

贈　燃総灘

・灘馨懸

欝

佐々木誠造氏

1932年窪0月30日生まれ

学　歴

蓬956年

職　歴：

1959年4月

1984年4月

1989年5月

1989年11月

1992年2月

旱稲田大学第一理工学部工業

経営学科卒

青森三菱自動車販売㈱取締役

社長　（～1989年4月〉

青森商工会議所副会頭

（～1989年4月〉

青森市長

（1997年5月三選現在に至る〉

青森県市長会会長

　（瑛在に至る）

寄森県国鏡健康保険団体連合

会理事長（現在に至る）

1995年10月

1996年7月

1997年7月

1999年4月

｛999年11月

2001年1月

東北雪対策連絡協議会会長
（現在に蓋Σる〉

東聴国道協議会会長

（～1998痒6月）

全国雪対策連絡協議会会長
（瑛：在に至る）

全国雪寒都市対策連絡協議会
会長（現；在に至る〉

港湾審議会委員

（～2001年1月）

男女共同参画会議議員

（現夜に至る〉

．
魂
佐原 真氏

1932年大阪市生まれ

学　歴：

　大阪外国語大学でドイツ語を学び、京都大

　学大学院で考古学を専攻、博士課程を修了。

職　歴：

　奈良国立文化財研究所埋蔵文化財センター

長を経て、櫓93年より国立歴史民族博物館

副館長、1997年から館長。

　専門は日本考古学、とくに弥生文化、縄文

文化への関心も深い。最近は、比較文化の見

方で引舟文化の特質を考え、また、一般の

人々に、やさしい讐葉で、文化財の大切さを

理解してもらおうと積極的に活動している。

○著書

　二業の開始と二級社会の形成」匿岩波講座

日本逓史勇　1　（岩波書店＞1975年　　他

名前
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セッション1

濠州愚

秋元　勇巳氏

1929年3月14日生まれ

学　歴：

1951年3月

1954年3月
195ア年1月

職　歴：

1954無4月

哩976年7月

1978年6月
霊981年6月

1986無1月

1992年6月

1994年6月

東京文理科大学（現、筑波大
学）　イヒ学琴斗卒

同　特別研究科修了

理学博士

三菱金属鉱業㈱（現、三菱マ

テリアル㈱）入社

原子力部長

取締役

常務取締役

専務取締役

取締役副社長

取締役社長

2000年6月　取締役会長

公職等：

㈹セメント協会会長

経済産業省　鉱業審議会会長、総合エネルギ

ー調査会委員

内閣府原子力委員会専門部会委員

経団連資源エネルギー対策委員会委員長

寅　翻：

1997年10月　藍綬褒章受童

森羅　昭総藻

1934無11月14日生まれ

1958年　東京大学法学部卒業（法学士）

1968年　ハーバート大学ロー・スクール大

　　　　学院修了（法学修士ししM）

⑲71年～1996年

　　　　名古屋大学法学部教授

1994年～1996年

　　　　名古屋大学大学陵州際開発研究科長

1996年　名古屋大学名誉教授

1996庫～2000年

　　　　上智大学法学部教授

歪999年～2000年

　　　　上智大学地球環境研究所莇長

1998年～倶か士也王求環境戦略石葺究機関王旧事長

淵　職：

　法制審議会民法部会委員、中央環境審議会

企画政策部会畏、産業構造審議会消費経済部

会長　他

薦寅歴：

　環境裸全功労者賞（平成7年度　環境庁）

　クq一ハル500賞（平成8年忌NEρ国連環
境計画）

主要著書：

　不法行為法講義（有斐閣）、医療と人権

（共編著　有斐閣）他

主要論文：

　「困果関係の認定と懸償額の減額」星野皿

森罵編・現代社会と民法学の動向・上（有斐

閣）、「環境保護と持続的開発のための法的原

翼弓」大来監修・地球環境と政治（中央法規）

し．エチャバリ氏

1949年4月17日ヒルパオ（スペイン〉生まれ

1971年

1974年

1978年

ヒルパオ大学高等工業技術校修坐

号

マトリノト工業学校修士課程卒

マトリノトコンプルテンスィス大

学情報科学部情報科学修士号

主な職歴：

歪975年2月

1985年2月

1987年10月

1995年9月

ウエスチングハウス・マトリ

ノト支社プqシェクトマネー

シャ（～85年2月〉

スペイン原子力規制委員会技

術部長（～87年10月）

同委員会委員（～94無11月）

スペイン原子力産業会議事務

局長（～97年6月）

1997年7月～ 経済協力開発機構原子力機

関（OECD／NEA）事務局長
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A．ハワード氏

　原子力エネルギー協会の上級副理事長で、

政策、企画および社外業務を担当している。

ミズ・ハワードは、1996年NEiに入社したが、

同社の産業連絡活動にも責任をもつ。

　N環に入社前、アトランタを拠点とする原

子力運転協会で副社長兼産業連絡および情報

サービス担当部畏であった。また、世界原子

力発電事業者協会の設立に闘与し、WANO

アトランタ・センターにおいて連絡活動の開

発に携わった。このセンターは、削POと岡

じ場莇にある。1980年にINPOに入社する前

には紛69年から1980年までデューク・パワー

社に勤務していた。

　クレムソン大学にて学位を取得した。また、

ハーバード大学ビジネス大学院における先進

マネジメント・プログラムの修士号をも取得

している。マサチューセッツ工科大学および

原子力訓練国立アカデミーの主催した電力会

社エグゼクティブに対する原子炉技術プログ

ラムを受講した。米国PA協会の認証された

メンバーであり、米療子力学会員である。ま

た、クレムソン大学の概究基金評議会員でも

ある。

懇懇．

宮本 一難

1932年4月17日生まれ

学　歴：

1956年3月

職　歴：

⑲56年4月
窪985年6月

1988年6月

1988年6月

1989年6月

1992年6月

1997年6月

東都大学工学部電気工学科卒

関西電力㈱入社

同社　取締役

大阪メディアボート㈱

取締役社長

関西電力㈱常務取締役

同社　取締役

日野　専務取締役

岡社　取締役副社長

守 門暇氏
1955年8月19臼生まれ

学歴・職歴

1975年

4975－1978年

1978－1984年

1984－1987年

哩987一耀991年

1991－1998年

遼寧大学卒（英文学、国際関

係専攻〉

中国原子能情報センター研究

員

核工業部外事課プロジェクト

担当

iAEA中国代表部三等書記官、

中國代衰暫間

核工業部外事局副局長

中国核工業総公司（CNNC）国

際合作局部長、局長補佐、副

局長、iAEA中国代表代理

1998奪～現在

1999年～現在

中國国家原子能機構外事局長

中国国家原子能機構副主俵

を兼俵
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市民の意見交換

米澤　章子氏

日本大学文理攣部（国文学科〉卒

1979年4月　青森放送㈱入社

　　　　　　報道局放送部配属

20G◎隼4月　　報道局放送部畏

これまでの主な担当番綴：

テレビ　「RA8エユースレーダー」キャス

　　　　　ター

　　　　「酒彩あもおり」

　　　　「ニュートンのリンゴ」

　　　　「すこやか広場」他

ラジオ　　「青森TOOAY」

　　　　「おはようワイドあおもり」

　　　　「歌のない激謡謡」

　　　　「DAYOFFたかこれくしょん」他

趣味　　読書、モダンバレエ、美衛鑑賞
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セッション2

　
　
琢

霧
馳
灘
慧婁鍵

欝
、

1934年8月13日生まれ

紬55年4月　東下霞丁丁入社

⑲87年4月　編集局局次長

⑲89年4月　八戸支社長

1991年4月　CTS開発委員畏
19改年訓月　取締役選任、製作局長委緩

1993年11月　取締役

　　　　　　役員室長・総務局長・経理局

　　　　　　長委上

欄94年9月　常務取締役選任

⑲97年10月　代表取締役選任

佐々木高雄氏

」．力ニンガム
　博39年8月4日生まれ。ジャロウ・グラマー・ス

クールおよびダーハム大学にて教育を受け、同大

学にて化学の博士号を取得した。

　1970年以来篇一ブランド　（旧ホワイトヘッド〉

の議員である。同氏の選挙区にはセラフィールド

が含まれている。（コープランド選出労働党〉

職　歴：

鷹966隼一1968無

　ダ一華ム大学にて研究フェ日一

1969年一⑲70年

　フル・タイムの一般職兼市職員組舎相当者

1974年一1976年

　Rt，　H、」。カラハン氏の議会私設秘審

　〈外務大臣、後に首槽〉

灌976奪一唯979年

　議会、エネルギー省次官

1979年一1983年

　産業に関する反対党フ霞ント・ベンチ・スポーク

　スマン

1983年一⑲89年　影の内閣、環境大臣

1989奪一1992年

　下闇、影の内閣首相兼キャンペーン・コーディネーター

1992年一1994年

　外務福祉罷係野党フqント・ベンチ・スポークスマン

1994年一1995年

　貿易産業関係野党フロント・ベンチ・スポークスマン

1995隼一歪99ア年

　国家遺産關係野党フロント・ベンチ・スポークスマン

1997年一で998年　　農業、　漁業、　食翠尋大臣

1998年一ig99年

　内閣府大臣兼ランカスター公領大法官

興味分野：

地域のポリシー、環境および外務

趣　味：

高原遊歩、思出、音楽、読露および釣り

P．グレゴワール氏
1949年7月28日生まれ

学　歴：

法律学学位、政経学院（IEP）、国立行政学

院（ENA）

職　歴：

1978年　　　2等副知事、アン集知事官房

　　　　　　長

197g年　　　オァーズ県知峯官房長

紬80年　　　コルト郡副知事

1981年　　　上級職事務官、国務大臣、内

　　　　　　務大臣官房長

1983年3月　内務大臣官房長

綿83年9月　ニューオリンズ駐在フランス

　　　　　　総領事

櫓85年　　　1等副知事、知竃官房長、．パ

　　　　　　リ市長事務局長

1988年　　　アルプ・マリティーム県事務

　　　　　　局長

蓬991年　　　オートロワール県知事

1993年　　　二工一ヴル県知事

1995年　　　ムーズ県知事

1995年　　 アリ工漿知事

2000年6月2佃～現在
　　　　　　ラ・マンシュ県知事
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セッション3

1942年7月鷹7日生まれ

鳥井　弘之懇

願967年　　東察大学工学音猛卒

細69年　同修士課程修了、日本経済新聞入

　　　　社、ヨ本経済新聞社編纂局科学技
　　　　そホ〒音8　（～1976年＞

1976年　岡産業部（～1982年）

1982年　團科学技術部（～1984年）

1984年　同産業研究所主任研究員

　　　　日経ハイテク情報編集長（～1987

　　　　年）

1987年　間論説委員兼日経産業消費研究所

　　　　研究部長（～1994年）

1994年～岡論説委員兼文理情報短期大学客

　　　　員教授

鱒▽ 葦 爵

S．イオン沃

　ロンドンの王立大学で材料科単を学び、
1976年に1st　Cla＄s　Honsで学位を取得した。

さらに、同大学で、マグネシウム合金の
Dynamic再結晶紐究に関する博士号を得る。

　1979年にB穫Fしに入り、燃料グループ

9＆D部で7年間働く。BNFLの新しい燃
料工場の開発業務チーム長を務めたが、
1987年に、酸化燃料事業のマネージャーと

して商業部門に移る。1990年に本来のR＆
D分野に戻り、燃料事業R＆D部門を率い、
1992年に、技術開発部門の取締役に就任。

現在、ウエスチングハウスや1日越BB社の原

子力部門子会社による技術開発を含む、BN

Fしグループの使用済み燃料管理と燃料工
学、廃棄物管理と電力発電関連の研究・門下

投資を担当している。

　同グループのR＆D関連の典型的な予算は
1億ポンドで、イオン博士の任務は、技術開

発が、事業ユニットの必要性に整合するよう

にすることだ。

　1993年、原子力工学への貢献によって、
原子力工学概究所からヒントン賞を授与され

る。また、1996年、王立工学協会［？】のフェ

日一に選出される。

　1994年、英国政府より四強粒子物理天文
学評議会の委員に任命される。同評議会は、

英国の基礎物理研究予算や英国のCεRNや
ESAへの参加について責任を持っている。

　1997年7月、サルフォード大学から名誉
科学博士を授与される。

　欧州連合科学技術委員会の委員である。同

委員会は、εUの核分裂・融食積究の枠組み

における資金支援を検討し、またlAεAの
原子力に関する諮問グループで英国を代表し

ている。

　趣瞭は、スキー、ヨット、ネーチャー・ウ

ォーキング、バイオリン演奏。

大塔　容弘氏

細43年6月生まれ

学　歴：

1963年4月

1969年3月

職　歴；

1969年4月
1980年12月

窪981年1三

遷997年7月

1998年7月

葉京工業大学理工学部入学

東京工業大学理工学研究科修

士課程修了

倶オ）電力中央研究所入所

働電力中央研究所退所

日本原燃斑ビス㈱入社

日本原燃㈱六ケ飯本部・再処理

事業断・再処理建設所　副所長

兼題言窒第2音B長

日本原燃㈱六ケ所本部・再処理

事業所・再処理建設所　副所長

兼運転準備部長

現　在 日本際燃㈱六ケ所本部・再処理

事業所理事・再処理建設所　副

所長兼運転準備部長
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川q　昭夫氏

蓬948年4月20鶏生まれ

学　歴：

1971年

職　歴：

1975年3月

1994年

1997年

1998年壌0月

東京理科大学理工学部卒

動力炉・核燃料開発嘉業団入社

東海事業所再処理建設所配属

菓海事業所　再処理工場工務

部長

東海事業所　環境施設部長

核燃料サイクル開発機構

（10／1　で寸しナ改緯）

東海事業所再処理センター

副センター長

巨プラデル氏
　1956年6月製日、パリ生まれQ1975年、
理工科大学を卒業。

　仏原子力庁（CEA）の液体金属（高速増

殖）炉「スーパーフェニックス」において6

年遅、運転開始試験や起動に関する研究に従

事した後、1987年、コジェマ社に入社。

　1990年から95年まで、再処理部の技術課

課長として、ラ・アーグの事業拡大とMOX

燃料加工施設を担当。

　1995年から2000年まで、核燃料リサイク

ル部の副部長兼事業課上級課長。

現在、再処理事業ユニット部長。

　1987年から89年まで、ラ・アーグUP3
のファースト・サイクル抽出・ガラス固化プ

ラント（T2／T　7）マネージャーとして運

転開始試験に参加。

　1986年から90年まで、ラ・アーグUP2
の活発に運転中のプラントでマネージャーを

務めた。
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セッション4

松田 泰氏

窪928年11月24日生まれ

1957奪3月

1957年4月

1974年4月

1975年8月

1978年3月

1981年1月

1982年10月

1985年6月

⑲85年6月

東京大学工学部電気工業科卒

通商産業省入省

科学技術庁　原子力局動力炉

開発課長

科学技術庁　原子力局原子炉

規制課長

資源エネルギー庁　公益事業

部技術課長

工業技術院　総抵研究開発富

資源エネルギー庁　長官官房

審議官

通商産業省退官

（財〉エネルギー経済研究所研究

顧闘

1987年6月

1987年6月
199蓬年6月

檬997年6月

1998年3月
｛998年4月

㈱エネルギー経済研究所退職

東牝電力㈱　常務敢締役

東北電力㈱　取締役副社長

東北電力㈱　常任顧問

菓北電力㈱　退職

（財）原子力発電技術機構理事長

（現職）

橋本 寿氏

雛

1948年3月16日生まれ

学　歴：

1970年3月

職　歴：

喋971年1喋月

1974年12月

1975：年4月

組79年4月

1980年5月

喋983年4月

1987年4月

1988年4月
蓬991年4月

1991年7月

中央大学経済学部卒

中村拓道衆議醜議員秘書

六ケ所村議会議員（一期〉

村会議員（二二期）

寿商事㈱設立・代表取締役就任
出門会言義員　〈三三筆陣〉

村会議員（四期）

六ケ所村連合PτA会長就任

村会議員（五期）

村会議員辞任

1991年7月

1991年10月

199蓬年9月

⑲95年7月
1995年扮月

唾997年12月

賞　罰：

蓬981年6月

1987年2月

1990無2月

199G年斜月

六ケ所封連合PTA会長就任

六ケ漸村教膏委員会教育長

寿商事㈱・代表取締役退任

六ケ所村教膏委員会委員

六ケ所村教膏委員会教育長

穴ケ所村村長就任

中小企業畏官物受賞

麹治功労寅受賞（11琿以上）

自治功労賞受賞（15年以上）

村体育協会功労賞受賞

阿波田禾積民
蓬945年4月13日生まれ

経　歴：

1968年　学習院大学経済学部卒

1970年　慶応義塾大学大学院経済挙研究科

　　　　理論経済学専攻中退

1968年一1988年

　　　　㈲電力中央研究所社会経済研究所

　　　　主任研究員

1988年一1993年

　　　　働旧本エネルギー経済砺究所主任

　　　　研究員

1993年　青森公立大学　経蛍経済学部教授

　　　　現在に至る

日本経済学会会員、公益事業学会会員、資源

エネルギー二会会員
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覇
灘糊
議影

一

出組’

翻

西川　正純氏

1943年3月17目生まれ

学　歴：

1967年3月

職　歴：

1967年4月

1979年7月

1983年5月

1987年5月

1987年5月
199｛年5月

199蓬年5月

1992年12月

1996年12月

2000年12月

慶鷹義塾大学　経済学部卒

臼本字船㈱入社

瓢虫鋸機㈱入社

柏崎市議会議員（一期〉

柏崎市議会議員（二期〉

柏碕市議会副議長

柏崎市議会議員（三期〉

柏崎市議会議長

柏鋳市長（一期〉

柏崎宿長（二期）

柏鋳宿長（三期）

理在に至る

佐々木　正氏

歪935年8月24Ei生まれ

学　歴：

1959年3月

職　歴：

1959年4月

1987年6月

1991年6月

1993年6月

1994年6月

歪996年6月

1999年6月

200達年1月

東北大学法学部卒

東京電力㈱入社

間判　原子力業務部長

囲社　千葉支店長

同社理事・千葉支店長

日本原燃㈱常務取締役

単離　専務取締役

詞社　代表取締役副社長

同社　代表取締役社長

現在に至る

響曝芦欝
　　　〆’

　　　悔

　　　　　醜

騒騒趣
中村　政雄氏

1933年4月1日生まれ

略　歴

1955年

1959奪

1983年

1996年4月
現　在

九州工業大学工学部卒

東京都庁勤務

読売新聞社入社

岡廷丁説委員に就任

同社退社

科学ジャーナリスト

主な著書：

「気象資源」（講談社〉

「原子力と環境」（読売新聞社）

ギ資源戦争」（読亮新聞社）

「10歳からの科学」（読売新聞社〉

「気象経済学」（PドP研究所〉

「ジャーナリストの証言」共著

「最新科学情報誌達（KKベストセラー）

「臼本を支える人と技術」（文藝春秋）

ゼコQンブスの卵」（講談社＞

rニッポンの安全管理」共著（日本総合出版）

「エネルギーニュースから経済の流れが一匿

でわかる」（蕎春出版社）

委員会等：

産業技術審議会委員

研究・技術計画学会参与

原子力委員会専門委員

日本科学技術ジャーナリスト会議理嘉

専門分野：

世界の原子力情勢の動向

わが國の原子力開発について

地球環境問額

技術社会論
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1945年12月拓日生まれ

学　歴：

1964年3月

職　歴：

1964年4月～

1974年1月

1974年12月

1976年5月

1980年5月

1997年5月

青森県立野辺地高等学校卒

家業（石油類小亮業〉従嘉

商工会青年部長

商工会青年部長辞任

商工会理事

商工会副会長

商工会会長現在に至る

松尾　拓爾氏

略　歴：

窪966年4月

紛66年4月
歪991年6月

1994年8月

1996年6月

1997年6月

1997年9月

常陽銀行に入行

常陽銀行大穂支店長に就任

常陽銀そテ講虫資業務音巳笛目音猛長善こ

就任

常陽銀行掘留支店長に就任

常陽銀行ひたちなか支店長

常陽銀行を退職

東海村長に就任

その他の公職：

全国原子力発電所所在市町村協議会副会長

茨城原子力協議会副会長

村上　達也氏
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セッション5

勝俣恒久氏

1940年3月29日生まれ

学　歴：

⑲63年3月

職　歴＝

1963年4月

1981年5月

1983年7月

1985年7月
鷹987年7月

1988年7月

1991年2月

紬93年6月

1996年6月

東京大学経済学部卒

東京電力㈱入社

同社営業部（課長待遇）

電気嘉藁連合会事務局派遣

同社企画部調査課長
同社　企画部企画課長

同社　企画部副部長

同社　神奈川支店高島通辞業

　　　所長

同社　企繭部副部長

同社　企藤部長

同社　取締役企画部長

綿97年6月

1998年6月

1999年6月

嗣社　取締役企画部担任

　　　兼業務管理部担任兼総

　　　務部担任

同社　常務取締役

嗣社　取締役副社長：

N．アスキュー

⑲42年生まれ

学　歴：

ダーラム大学

アストン大学

ロントン・スクール・オフ・エコノミクス

職　歴：

窪994年

綿97年

イースト・ミントラント電力

代表取締役

ヴァーシニア電力

代表取締役

トミニオン・リソーセス（ウァーシ

ニア電力の親会社）

副社畏（兼務）

2000年3月一　B幾FL

　　　　　　代表取締役

　　　　　　ヘンリス・クループ

　　　　　　会長（兼務）

鑛響韓響鞭難轍
　　　響Y
　　　　　　　蓑霧
　　　　　舞馨

　1965年原子力エンシニアリンクの理学修

士号を取得してヘルシンキ技術大学を丁丁。

フィンラントの放射線原子力機關て、丁丁線

防護および原子力発電認可を担当した後、

1977年、オルキルオトにおける技術監督局

の課長としてTVOに入社。⑲95年一1998年、

運転経験のコーディネーターとしてWA鰻0

の日ントン・オフィスに勤務。現；在、τVO

において会社相談役の地位を得ている。

A　トイボラ氏
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セッション6

石橋　忠雄氏

1945年4月生まれ

経　歴：

1968年3月　中央大学法学部卒

紛72年4月　第2菓京弁護士会登録

⑲82茸1月　青森県弁護士会登録（理在）

1985年4月～1992年5月
　　　　　　日弁連公害対策環境保全委員

　　　　　　会原子力部会長、副委員畏

1996年3月～1997年7月
　　　　　「もんじゅ事故総合評価会議」

　　　　　　メンバー

1996年4月～2001年1月

原子力委員会専門委員（高レ

ベル放射性廃棄物処分懇談会、

長期計画策定会議）

H．イスラー沃

　1943年生まれ。

　スイス放射性廃棄物管理協同組合（NAG

RA）の理事長である。

　チューリッヒ大学で原子物理を学び、

1969年目卒業後、大学院で産業工学を修め

た。その後7年問ぐチューリッヒにあるスイ

ス連邦科学技術研究所の産業工学研究所でコ

ンサルタントとして働いた後、1977画面、

研究開発計画の立案撞当乗務取締役としてN

AG只Aに入社する。1988年、同社の社長
に任命された。・

　曾88年から、地元（人口1，500入）の評議

会議長を非常勤で務めている。

　趣味は、スキー、マウンティン・バイキン

グ、旅行、歴史。
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徳山 明氏
1933年1月8日生まれ

歴
年
年

　
5
6
6
1

学
1
9
1
9

職　歴：

1961年

歪961隼

1964年

1970年

1972年

1975年

1970年

1997年

2000年

東京大学理学部卒

同大学院数物系研究科博士課程修了

（理学博士〉

東京大学理学部助乎

ボン大学研究員（ドィッ政府留学生）

東京大学教養部助手、理学部助手、地震

研究所助手併任

静岡大学教育学部助教授

圏大学教育学部教授

同大学付属静岡中学校長併任

兵庫教育大学教授（創設準備委員）、学部

盆事　附属図轡館長、翻学長等歴任

常葉学園二士短期大学長、富士垂葉短期

大学創設準備室長

二士常葉大学長

専門分野：

地質常力論、構造地質学、自然災害科学、防災教

育等

主な委員等：

文部省　・学校等の防災体禰の充箋に関する

　　　　調査研究協力者会議委員（主査）

　　　　・防災ボラ万イアハンドプック編集委員会

　　　　・生涯学習ボランティア活動推進委員会企画

原子力委員会　・バックエンド対策推進専門部会

原子力安全委員会 ・核燃料安全専門審査委員

・原子炉安全審査委員

兵庫県　・阪神・淡路大震災復興計画策定委員

　　　　・阪神・淡路大震災復興計画推進

　　　　・防災会議地震災害対策専門委員

兵庫県教育委員会　・防災教育推進会議座長

哩932年10月18日生まれ

跳　　　議饗轟；
一讐

外門　一直氏

学　歴：

京都大学経済学部卒

職　歴

肇956年

1987年

1989年

1995年

1996年

20QO年

2000年哩0月

東京電力㈱入社

社
社
章
椎

同
同
同
国

同社

原子力発電環境整備機構理嘉長

現在に至る

取締役営業部長

常務取締役

取締役副社長

取締役・電気事業連合

会副会長

顧問

D．ホートン氏

　米箇エネルギー省（OOE＞のユッカ・マウン

テン・サイト特性調査オフィス（YMSCO＞の
技術担轟副プロジェクト・マネージャーで、ユッ

カ・マウンテン・プロジェクトの特性調査の指揮

に当たっている。提案された処分場のシステムや

工学設計と廃棄物パッケージや処分場の開発に対

して技術的な評価をすることである。さらに、ユ

ッカ・マウンテインを潜在的な監視付き地層処分

場として評価戦略の開癸と実施を指揮する。それ

には、州や郡、地元政府職員や代理人など外部関

係者との対話や一般市民に対する教育プログラム

を作成することがある。

　それ以前には、品質二心（QA）のOCRWM
の所長を務めていた。OCRWMのQAプ日グラ
ムや関連の手続や指令の開発、実施、維持を担当

していた。原子力規制委員会などのプqグラム監

督グループと協力して、そうしたグループによる

OCRWMのQAブ隣グラムの受け入れなどを担
当した。また、系列組織やプログラム参加者が作

成したデータを記拠書類によって適切に謳明され
る方法を提供した。

　DO∈に入省するまでの28葬間、米国海軍と民
間原子力産業界で、品質保証／管理分野にいた。ア

ラスカ・パワー＆ライト社に7無間いたが、そこ
では、僻目力品質保謳部門を監督し、原子炉2基

を運転する原子力発電所のために詳細なQAプロ
グラムの開発と維持を担当した。

教　膏：

・アイダホ大学

・米国海軍綴子力大学院一一原子炉プラント運転者

買銭歴／一系責：

・米国品質協会（ASQ）上級会員および運転電

　力発電爺品質保証委員元委員長
・エジソン電気研究所、運転電力発電所品質保証

　委員会元委員長

・公認クオリティー・エンジニア
・DOEでの優秀な実績に対する賞をいくつか受賞
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安井　正也氏
1958年3月28日生まれ

学　歴：

1982年3月　京都大学大学院工学研究科原

　　　　　　子核工学専攻課程修了

職　歴＝

1982年4月　通商産業省入省

1982年～1984年

　資源エネルギー庁原子力発電安全審査課

1987年～⑲88年

　経済開発協力機構（Q巳CD）／原子力エネ

　ルギー協会（NEA＞コンサルタント

歪988年～蓬990無

　資源エネルギー庁原子力発電課

1990年～1992年

　経済開発協力機構（OECD）／原子力エネ

　ルギー協会（NEA＞コンサルタント

　原子力開発課アドミニストレータ

1993年～1995年

　資源エネルギー庁原子力産業課課長補佐

1999年～2000年

　資源エネルギー庁原子力産業課原子力産

　業企錘官

2001年1月～
　経済産業省資源エネルギー庁放射性廃棄

　物対策室長
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なAだ方、轟くない？

原子力発電
インフォメーション

●

‘f

地球規模での気温の上昇や異常気象が心配される地球温暖化問題。

発電時にCO2を出さない原子力発電の役割が一層高まっています。

1997年の京都で行われた国際会議（COP3）で、日本は、

温室効果ガスを「1990年度に対して6％削減」することを

世界に向けて約束しました。地球温暖化の主な要因は、二酸

化炭素（CO2）でその排出原因の9割以上が石油・石炭等の

化石燃料によるものです。CO2排出量を削減することが大き

な課題であるわが国にとって、発電時にCO2を出さない原子

力発電は、地球温暖化防止にとって有効な手段なのです。
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豊かな地球社会のために。

地球環境に調和した、地球資源を大切にする革新テクノロジーに取り組んでいます。

富士電機は、わが国で初めての商用原子力発

電所『東海発電所』の建設に携わって以来、

ナショナルプロジェクトの一端を担って各種

原子力分野の開発事業に取り組んでまいりま

した。

これからは、地球社会の環境に調和した21世

紀の新しい原子力事業に向けて罎かさへの

貢献雛創造への挑戦』『自然との調和』を基

本理念に斬新な技術開発に挑み豊かな社会作

りに貢献してゆぎます。

●

要す f　　▲

’　　　　　＝叢　・

剛’　　ゴ

　　藻

ぐ　バン

叢叢♂

轟冒　概　　創「亀

議鱒　窪　　冠　＝＝・

憲士亀機株式会社　漂子力事業部

〒210－9530神奈川渠lll崎市川鱒区田辺新圏1番1号 TEL（044）329－2182（ダイヤルイン）

r」＝
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原子力発電技術の確立にIHIは、

全社一丸となって取り組んでいます。

三二藁噛

講舗，

　　塁癬認爵譲叢結，、
　　鞠　鞭　　＿　鎌＿＿鷺著

騒縷羅鶴亀雛覇
　　　　　　　　　　謎、羅

醗灘

裟懸垂 説

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　墜1馨鍵濯

纏経緯馨顯　羅難懇懇㌶
　　　　　　　　　※写真は、横浜第一工場で製作中の135万瑚級
　　　　　　　　　A－BWR・原子炉圧力容器を示しております。

1HI酬鰻覇翻講欝
　　　　　　　〒100－8182東京都千代田区大手町2－2一｝（新大手町ビル）

　　　　　　電言舌（03）3244－5301

　　　　　　エネルギー事業本部／原子力事業部／横浜第一工場
　　　　　　　〒235－003i神奈川県横浜市磯子区新中原跡　電話（045）759－2il［
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MITSUBISHl
　　　三菱電機

豊咽糧紐は

エネルギーソリューシ認ン

街で、家庭で、オフィスで　　。

三菱電機は、地球に優しいシステムで電力供給を支えています。

私たちの暮らしにかかせない電力。三菱電機ぞは、お客さまの多彩なニーズにお応えするため、

21世紀のエネルギーソリューシ蕊ンをご提案します。

畿職甚ふせぐク、一ンエネルギーの実用化など美離職ま。るように責献鳳

譲co閥OMY
謹エネルギ贋源の有効．解叢叢や経済性の鯨などコストパフオ＿マンス｛こ勲たシステムを醍案します。

欝麟瓢鰹燕翻9腿。グを実現＿

〒100－8310東京都千代田区丸の内2・2－3〈5菱電機ビル＞TEL⑩3）3218－2111 A三菱電機株式会社
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第34回原産年次大会

地球46億年の葱みを
確かな技術で

　原子カエネルギーとして
　　世のφに送り出してωまする

原子燃料・加工3県
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社
社

会　
会
会
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式
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懸離灘

蘇欝欝欝騨舞舞

》轟
一

期

　
篇

慧
　

無

毒薩

響

　　．　　　　　　．　　　　　　　1毒遷
叢薄無熱臨灘灘灘灘垂騨，
　　　　　　　へ　　　　　　　　　 　　　 にの　　　が

轟轟轟轟欝欝響騨罪鰐鷲騨難癖
　　　　　　　　　　　㌧w　＼　　　　　　　　　　＼

日立プラント

〒101－0047東京都千代田区内神Eヨ1－1－14（B立鎌禽橋甥館）瞥03－3292・811可（大代）

●札　軽（O月｝ア3ア1330●紬　台⑩22）2633261●東　京（03）5281併2重○横　姦（945＞4511551

●名古屋（052）2619331　●大　　阪（06）62661931　●広　　熱く082）2492再60　●橿　　腿（092｝2627600

日立プラントの会社情報はインターネットでアクセスできます。

　　　　　　　http〃www．h捷achゆlanthbl　Re　jp
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技術の東発

、
廼
籔
。

、
嶺
爾
。

、
人
魍
。

　　　　　⑳国国図無式会社

本社／刊80－0804仙台市青葉区大町二丁目15番29弩正LO22－261－543歪㈹FAXO22－268－9938

●支　社／八戸、能代、秋田、酒田、女川、仙台、新仙台、東新潟、新潟、款地、原町

●事業所／東灘、六ヶ所、青森、盛岡、仙台、山形、佐渡、日本海エル・エヌ・ジー、福島、会津、いわき、勿来、よ越

●営業所／鯨●工場／機械、車輔●出張所／澄川、上の岱、飛島、巻、葛根田、柳津西山●駐在員事務所／ハノイ

URL　http＝〃www．tinet－i灘e4p／hatuden1

驚
饗
．

　　　あ　ザ
♂　　　箋

　　　羅一≒　　　　蕊

　　　　　　　　　轡べ　　癒

　　　　　　　　＿　磁議麟
　　　　　　　繍　ド

　　譲
県議　細

弊羅概讐響灘欝磯．・稼

次
世
代
へ
向
け
た
私
た
ち
の
役
割
と
考
え
ま
す
○

環境の未来に貢献する総合コンサルタント

⑳東北緑化環境保全株式会社

●本　社

（総務部・造闘土木事樂部。環境事禦部）

〒980－0014　仙台市胃葉区本町2丁霞5－1オーク仙台ビル

TELO22・263・0607　FAX．022－223鼻5237

③
JQA，E曾90149
測建分析拳業都

1998，3，31

　齪取掬

寄
船JA8E麟S《㏄騰戯叡ゆ轟

　RE・oo6

“
團」A3
QS日蝕ね蝕
　ROO7

欝
灘

恵
ま
れ
た
自
然
と
人
間
社
会
の
調
和
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
、

（漏定分析事簗部）

〒985・0842　多賀城市桜木3丁目8－22

丁ELO22－367－3459　FAXO22－367－3770

蓮闘土＊事業邪

駕oo．蓄，】

認置駁得

澄
ん
だ
空
気
、
き
れ
い
な
水
、
豊
か
な
緑
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IT技術で地域に貢献します

幽畠i
ISO　9001　　　　　三SO　14001

｝QA－2864　　　　　JQA－E鯛0766

　　　　　　通研電気工業株式会社［東北電力グループ］

　　　　　　　　　　　取締役社長　菅原剛彦
　　　〒981－3206仙台市泉区明通3－9（泉パークタウン工業・流通団地内）

T肌022－377－2800（代）http：／／㎜．2ken．　co．　jp　e－mail　tsuken＠2ken．　co．　jp
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亀

ダ
、

　　

@　

煬
r
喫
．
　
調

5
葵
顔
把
い
曽
き
ノ
幽

漁網eo
　槻i劒コアテック
事業内容／電気・橘報通信・空調・衛生水運・土木・建築　本社／仙台市宮城野区榴岡4丁目1－lTELO22（296）2m　支社／東京・胃森・岩手・秋田・冨城・由形・福島・新潟・北海遵・関菓・横浜・大阪

じRL　h窒tpl〃www．yurtec．co．lp／
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■《nNO∈N■《0

　　　　原子力発電所建設・保守30年余の実績と

　　　　創業以来磨かれた総合技術力で奉仕する。

原子力関連営業品目

　　　　　　　　o電気機器据付工事　　　　　　o空調・給排水工事

　　　　　　　　○計測制御工事　　　　　　　　○変電工事

　　　　　　　　○電気配管配線工事　　　　　　○地中管路洞道工事

　　　　　　　　○ページング・通信線工事　　　○防災工事

　　　　　　　　○照明・動力工事　　　　　　　○保守工事

　　　　　　　　　　　　　盈難開電工

　　　　　　電力本部　原子力部　東京都港区芝浦4丁目8番33号　Te1（03）4431－2111（大代表）
柏崎刈羽事業所　新潟県柏崎市青山町　（0257）45－2987　東海事業所　茨城県那珂郡東海村　（029）282－8415
敦賀事業所　福井県敦賀市明神町　（0770）26－1854

　　　　　　電力本部福島支社福島県双葉郡楢葉町Tei（0240＞25－2477
福島第一事業所　福島県双葉郡大熊町　（0240）32－2331　福島第二事業所　福島県双葉郡楢葉町　（0240）25－4654
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ISO　9001認証

罵璽製諸諸隷麟一

安全・品質。コスト
　　　　　　　　お客さまの満足がモ・ソトーです

“癬琴讐藁i難蕪麟
〒108一〇〇74東京都港区高輪1－3－13

TELO34436－8321　FAX．03－4436－6385　http：／／www．　tgn．or．jp／tkg／

冒
箇
原
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年
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大
会

環境ISO14001認証取得

　　兜【6旙躍膏εOF腰馴

E97一◎28

晒
圏郵臨
RE◎04

環境リサイクルセンター

TEEは環境関連の総合エンジニアリング会社です。
環境調査から

環境関連施設の建設・運転・保守管理に
リサイクル商品の販売まで。

環境に関すること、何でもご相談ください。

＠東電環境エンジニアリング株式会社

　　　　　〒108－8537東京都港区芝浦4丁目6番14号
　　　　　　TEL，03－45罰一7000（代）FAX．03－4511－7699
　　　　　　http：〃www。tg　n．orjpltee／
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薩

々

●

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●炉心管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取替炉心設計　　　　　　　　　　　　　　　　　●確率論的安全評価

　　　　　　　　　r　　　、．　メ　ノ難欝解．

　　　　　　　　　　＼＼》曳ンノノ　　繍価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　鶴　　＼虫鯉
　　　　　　●設備診断技術開発

　　冗S∬東電ソフトウェア株式会社
〒105－0004東京都港区新橋6丁目佃番15号東京美衛倶楽部ビル
TEし．03（4586）7666　FAX．03（4586）7656　ホームページhttp＝〃www．tsi．co通p
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慧灘叢
　　　　　　譲謙墾
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夢

劉購襲し＿藩灘岬
メ購鮨

　　　　　　　　　　　　　　きん宅んの

総合テクノロジーに

舞まずアクセス麺1
／ もっと情報化を…快適な環境を…エコロジーに配慮

した下切ネを…。こんなときは、迷わずアクセス。

くきんでん〉の総堀テクノ日ジーが、最適のエンジニアリング

ソリューションをこ提供いたします。

本店大販市北区本庄東2丁葭3番41号　　東京本社東京都品lll区東五殿i5丁勲5番12号

TELO6－6375－6000　　TEL．03－3447－3151
http＝／／www．klnden．co．jp／
国内事業所180カ所／海外霧務所12カ所／国内関係会社18社／海外関係会社11社

きんでん

墓
蟹
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次
大
会

どこまでも

クオリティオリエンティッド

「クオリティ」が合い言葉です
なによりも「クオリティ」へのこだわりが私たちの原動力。

　どこまでもクオリティオリエンティッドのQ’dです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　キュード

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社東京工ネシス

　　　平成13年4月1日に社名が変わりました。　　　灘薯羅塾1購調奎縣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役社長　宮田明則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マ105－0004東京都港区新橋6－9－7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　803－3434－e墨51　（代表）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倉03－4253－8981　（TTI＼」et）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http：〃WWW．qteS．COjp／

エネルギーとシステムのためのデザインとコンストラクション

　原子力・火力・水力発電所・変電所および諸設備の電気・機械設備、情報・通儒システム、エレクトロニクス設備、

　建物付帯諸設備・自家用発電設備・土木・建築　前記に係る建設、補修、検萱診断、エンジニアリングサービス

火力・水力・変電・施設・通信部門、久喜工場（溶接）でISO9001の認証を取得しております。
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レギー産業を通じて

に技術で貢献する。

・
刷
会

工
社
営業品目
火力・原子力発電プラント

石、由・化字・製鉄プラント

各種産業機械、環境対策機器

　上記設備の設計、建設、

　電気・計装工事及ひメンテナンス

、

◎日本建設工業株式会社
本　　社面104－0052象京都中奥区月　島四丁　目　12番　5　号TEL　O3（3532）7！51㈹
神戸支社⑰652－0865兵庫県神戸市兵庫区小松通五丁目！番16号（菱興ヒル内＞TEL　O78（681）6926㈹
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地球環境とエネルギーの明日を見つめて

水冷媒ターボ冷凍機がある
プラント・建築設備での環境管理に貢献する、1新しい技術にチャレンジしています。

●水と電気しか使わない、クリーンな冷凍機です　　　●冷水だけでなく、氷も造れます（氷蓄熱システム）

●COP（成績係数）が特に高い冷凍機です　　　　　　●高効率発電やプラントの省エネルギーに貢献します

　　“環境の世紀”にふさわしい技術を提案する

三建設備工業国表會肚
マミ03－OG14索京都中央区日本橋錫殻町1－35・8τELO3・3667－3431

お問含ぜ窓口：つくば技術センター　　τELO297－52－71G1
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会

地響2空賓～さす。
合いことばはSNK！

空気を素敵にする会社です。

人はもちろん、動物や植物、OA機器をはじめ

さまざまな機械にとっても快適な空間を追い求

め、私たちは「地球主義」というスローガンの

もと、地球全体のより良い環境づくりを目指し

ています。

’＼1（

　　人と空気と環境と

蓼新日恋室調謡鵬縢灘界区瞬本石町四騒20号 三井第二瑚館　丁£L．03（3279）567｝
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と
い
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、
設
計
・
施
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本社；干16Q－8510東京都新宿区四谷2－4　TEL、Q3－3357－2151（代）支社：札幌・仙台・千葉・横浜・竈山・名古屋・大阪・広島・福岡
燃料エネルギー事業部：〒220－8112横浜市西区みなとみらい2－2－1ランドマークタワー12F’TEL。045－224－2890（代）

胸
の
中
で
響
き
続
け
る
空
気
。

　
も孟

コンサートホールをll」εる。それでもまだ最後の…音が胸の中で響いている。そんな美しい音をあな

たの耳に運んだのは、実はホールのr手・の空気。ここでは空気も楽器の一部なのです。だからその

鶏識識三第一趨縞㌃1〒講師工業
提供。高品質な空気をお届けし、あなたの感動をあと押しします。本社〒1。ト8321東京都千代田区細駿胎4，2．8

あ、ここにも高砂の空気

大空問
空調技術
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原子力施設の
安全性の向上を
感じて 日本の

工不ルギー問題
り組む

技術の東熱

東洋熱工業垂垂会社
本社・東京本店　エネルギープラント事業推進部
彰104－8324東京都中央区京橋2－5一三2倉（03＞5250－4133FAX．（03）3561－5587

東海事務所
那3i9－1112茨城県那珂郡東海村村松363置（029）282－3856　FAX．（029）282－3855
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僕は1990年に五，羊建設のコミュニケーノヨン

キャラクターとして誕生して以未、数多くの建設

現場て皆様にお会いすることがてきました

これかりも自慢の大きな目て皆様の生活を

見つめ、長い耳で多くのこ童見をお聞きし、

皆様の笑顔のお役にたちたいとあもいます

これかbもよろしく、“ミスターペンタ”てす

豊かな環境を創造する

L圏▼8
：
●

本社東京都文京区後楽2－2－8苧｝12－8576容（03＞3816－7111

支社陳亨支店俄暢東北北陸横難名古屋大飯中翻悪難塘軌歯
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　　　　睡前田建設
東京都千代田区富士見2一壌。－26　ホームペーシhttp／／www．maeda　co」p／
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∂》明廣 明日の原子力のために

§観
　　　　　b

齪痘

團機器・設備の除染・解体・撤去

閣各種施設の運転・保守

瞬原子力・化学・一般機器、装置の

　設計・製作

圏放射線計測器の点検・較正

團環境試料の分析・測定

圃各種コンピュータのメインテナンス

㊧

亀

原子力技術株式会社
1V（ノCムE，ARτεCκ1VO乙OG　Y＆ε～G’～εεRWG　CO．，L7D．

　　　本　　　社　　茨城県那珂郡東海村村松l141－4

　　　　　　　　TEL　　O29－282－9006

　　　東海事業所　　茨城県那珂郡東海村村松4－33

　　　　　　　　TεL　　O29－283－0420

　　　東京事務所　　東京都港区南青山7－8－1

　　　　　　　　小照急南青］］ビル9F

　　　　　　　　TEL　　O3－3498－0241

　　　テクニカルセンター　茨城県ひたちなか帯足崎西原1476－ig

　　　　　　　　TEL　　〔｝29－270－3631

　　　　　　　　科学技術庁溶接認可工場

　　　　　　　　　　　　　2安（原規）第518号
　　　　　　　　　　　　　2安　（核規）　第662号
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　　　TOTAL　CASK　ENGINEERING

WE　CAN　PROVIDE　EVERYTHING　ON　CASK　TECHNOLOGY

［］R邸五ン4Rα∫（旦OEγEZ　O回腸V7

□η鮒αV＆メL醐ムys∬

□E4研∫α17π）N（隻’：τES：τYNG

□OPER．47YON（豊M4五＞TE踊ノ＞CE

株式会社オー・シー・エル
本　　　社

大阪分室

六ヶ所嘉務所

東京都港区新橋3丁目4番5号（新橋フロンティアビル4階）
〒105－0004　　　　　　TEし（03）3502－0126　　　　FAX（03）3502－0129

大阪市西区日本町圭丁…畏15番8号（本町フェニックスビル6階）

〒550－00G5　　　　　TEL（06）6538－9フ78　　　FAX（06）6538－9779

青森県上北郡六ヶ所村大字尾駁字沖附4－74
〒039－3212　　　　　　丁EL（01フ5）71－49ユO　　　　FAX（0175）71－10フ1
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原子力発電所用装置②機器
●試料採取設備　●自動廃液中和装置

●酸素注入装置　●ポンプ

●オンライン各種分析計器

　　　　　　　　　　可搬式イオンクロマト装置

琶

嚇

げミ　　}ゴ

面罵

幽olヨ
●本　　社：〒150－86アア東京都渋谷区恵比寿3丁臼43番2号（日機装ビル）

●東京支店：〒150－8677東京都渋谷区恵比寿2丁目2ア番10号旧機装第2別館）

●大阪支店：〒541－GO41大阪市中央区北浜4丁目茎番21号（住友生命淀麗橋ビル8階）

●名古屋支店：辛450－0002名古屋市中村区名駅3丁目16番4号（太陽生命名駅ビル）

横荻株式目皿し

Σピュア

オンラインイオンク瓜マト

装置

倉東　　京（03）3443－3732

費東　京（03）3440－3625

容；大こ　　阪（06）62G3－3493

容名古屋（052）581－6201

騨薗
HIGAS剛MURAYAMA　PしANT

海の生物とエネルギーのよりよい環境創りに貢献する

事　務　局

中央研究所

実証試験場

理事長 石川　賢広

〒101－0051　東京都千代田区神田神保町3－29

　　　　　　　　　　　　帝国書院ビル5階

　TELO3（5210）5961　FAX　O3（5210）5960

〒299－5105　千葉県夷隅郡御宿町岩和田300

　TEL　O470（68）5111　FAX　O470（68）5115

〒945－0322　新潟県柏崎市荒浜4－7－17
　TEL　O257（24）8300　FAX　O257（24）5576
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　　　　　　　　　あらゆる；一ズに応えられる

最先端の映像・音響システムをご提供いたします

【主な業務】

◎各種イベント用映像・音響のシステムプラン・総合レンタル

◎映像及び音響システムのオペレーション業務

◎各種イベント映像の企画・構成・演出

◎オーディオ・ビジュアルシステム商品の販売・施工

◎オーディオ・ビジュアルソフトの企画・舗作

◎ビデオプリント業務・テQップ制作・ビデオ編集スタジオ業務

◎国際会議・シンポジウム・学会等の演出、映像レンタル
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原子力産業会議年次大会

10年以上にわたり、原産年次大会の映像・音響システムを担当させていただいております。

　　　　株式会社　インターナショナルクリエイティブ

本社　東京都港区芝大門1－15－8　布萬スカイビル6・7・8F　TELO3－3433－0076　FAXO3－3433－0139

大阪営業所／福岡営業所／札幌営業所／東京技術開発センター／四番町オフィス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※お問い含わせは、本社斉藤まで

」（】 済

『アトムズ・イン・ジャパン（AIJ）』は、日本原子力産業会議が編集・出版する英文月刊誌。

産業界から政府筋の動きまで原子力関係のニュースを網羅し、他の経済・産業ニュースも包

括するすぐれて高度な内容は、他の追随を許さない。『A娠は同時に、他国の原子力関係の

動きを日本の立場から眺めた論説等も掲載し、国内外から高く評価されている。

2000年版の『AIJ』はCD－ROM版もございます。御注文の際は下記にご連絡下さい。

藤社団法人日本原子力産業会議

　　　　情報・調査本部　内外動向調査グループ

　　　　東京都港区新橋1一｝一13　東新ビル6F

　　　　Tel：03－3508－7930（直通）　Fax：03－3508－2094
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「エージェントに翻訳を依頼したが、できあがってみると

大輻な修正を加えなければならず、かえって高くついた…」

こんな経験をおもちではないでしょうか？

BLCでは、フロントエンドからバックエンドまで、

専門分野に精通したスタッフが揃っていま嵐

翻訳にあたるのは、原子力業界でさまざまな実務経験を積んだ翻訳者たち。

社内で翻訳をチェック・校正するチェッカーたちも、

この分野の翻訳のプロフェッショナルで魂

おかげさまで、「納品後の確認作業が少なくて助かる」と

ご好評をいただいております、

大澱、特急のご依頼にもすみやかに対応いたしま魂

BAY　AREA
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。

　　ベイエリア・ランゲージ・センター／住金マネジメントビジネスサポート株式会社

刊00’。004鯨研畑欧手町1丁目播3駄手踊ンタゼル餅TEし．03－5220－2295　FAX．03．5220．2296
　〒54壌讐0048大嫌中央区瓦町4丁目2番14号瓦町ビル5F　TEL．06－6220－5989　FAX．06．6209．2084

　　　　　　URL　http＝”www・bayarea・co．3p　E・mall　blc＠bayarea．co．jp
トライアル発瀧ご希望の場合・また・当社案内・マンル・トをご希望の場合は、上記E．m。llにコンタクトください．
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総合広告代理店

劉
養

RABサービス
本 社／〒030－0962青森市佃1－2一窪1

　　TELO17－743－8686（代）FAXO17－742－77蓬i

八戸支店／〒039－1166八戸帯根城5－5－27
　　　　　　青森放送八戸支社内
　　　　　　TELO178－44－0401（イ」℃）FiへXO178－45－9670

弘前支店／予036－8034弘前市徒町16－1

　　　　　　第8狩野弘前ビル
　　　　　　TELO172－32－4886（代）FAX　O172－35－7856

むつ営業所／〒035－0031むつ市柳町1－4－1

　　　　　　ワダカンビル3F青森放送むつ支局内
　　　　　　τ1≡LO罎75－33－8022『AXO歪75－33－8027

十和田営業所／〒034－0082十和田市酉二番町4一母1

　　　　　　十和田商工会館3F青森放送十和田支局内

　　　　　　TεLO176－21－4155　FAXO蓬76－21－4159

五所1順営業所／〒037一◎052五所川原市東町17－5

　　　　　　五所川原商工会蝕3F青森放送五所川原支局内

　　　　　　T旺LO173－38－5630　FAXO173－38－5650
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議お気軽に
三巴ご相談下さい。
謬嫁満　定期刊胸テキスト力夘ク社史齢史マニュア
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　ルなどの制作で、お困りではこざいませんか。皆様のお仕事は多岐

　　　　　　　　　　　　　　　　にわたり、何かと、ご多忙のこととお察しいたします。
そんな方は、ぜひNPC日本E励・醐談くださし㌔私たちのこ慰できるサ＿ビスは、版下づくり、　E附製

本ばかりではありません。膨大な資料の整理、講演のテープ起こし、インタビューをもとにした原稿づくりほか、企

勘・ら仕上庶で、トタルにお手伝いさせていただしております。もちろんコストダウンに関する醍案も

承ります。どうぞ、お気軽にお声をおかけください。
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企画、製作、印刷、製本、発送まで、

トータルにお手伝いします。

七半瑠日本印刷株式会社盈（03）3833・6971（担当、鞭）
鴬業部／〒113－OO34東京都文京区湯島320－12　第2ツナシマヒル　　　　　FAx　（03）38336883

本社／〒i・1㏄21鯨都千代駆外神田633　　　　旨霞ql驚ツ雁聯榔ヲ』鶏。b／
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　それは、BNFLとウエスチングハウ
スか結合しててきたBNFL　ウエスチ
ングハウスクループてす。両社含わ

せて50年以上にわたる原子力分野で
の経験の中て、お客様と密接な関係
を築き、ニーズに対応してまいりま
した。

　爾社食わせて2万人に及ぶ人材か、

世界各地の原子力サイトて原子燃料
サイクルを総懇懇に支えています。

　今後も、原子力産業の発展に質難

し、お懇懇に奉仕する企業てあり
続けるよう、努力を重ねてまいり
ます。

　事業内容などお問い合わせば右記
まてお願いいたします。

T1㎜6
東京都千代闘区有楽町1丁自7番1号
有県町電気ヒル南館フ54号室

ヒーエヌエフエルジャパン株式会社

ウェスチングハウスエレクトリノク

エイシアエスエイジャパン

代表電話番号（03）3287B85
ファクンミリ　（03）32136674

ε撤all　r。be緯¢bo巖巖e＠コapa曲胸糞WCO繊

⑧8NFL⑧楓・醐
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元競拶《適ゆ
　　　　　人亀欝欝も

蕊蝋．牌．．∵』岸…涛「

東芝の技術者一人ひと‘ノのおもいは安心して暮らせる環境と本当に

豊かな社会。私たちは21世紀の社会を支える安定した電力源漂子力

の開発に全力で取り経んでいます。

東芝の原乎ヵ琢業珊は人閤鱒璽を墓恋として限りない技術箪新を逗め

より良い地球環境の輿現と社曾の発展に画慰します。

　株式会社東芝勧システム社原子力麟部

〒1〔〕5－800i　東京都港区芝浦1一青一1　‘躍註舌（03）3ぐ5アー3ア｛｝5 70SH旧A
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　　　　　地球の大気はきわめて薄く、いわば、
　　　｝
　　　　　地球をやさしく包む肌のようなもの。
　ニニ　ほ　ロ

　川毒　　温暖化による発熱症状、地球の肌の

“ほてり”を抑えるには、省エネルギーや新エネル

ギーとともに、CO2を排出しない原子力がよく効

きます。美しい地球を健康のまま21世紀にのこ

すために、私たちは、これからも安全で信頼でき

る原子力発電プラントを提供してまいります。

三菱重工業株式会社

本社　原子力事業本部　〒100－83i5　東京都千代田区丸の内2－5－1　貿（03＞3212－3111　支社　関西／中部／九州／北海道！中国／東蓑ヒ／北陸／四国


